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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 千円 12,751,14714,560,99315,155,66311,672,2916,204,157

経常利益又は経常損失（△） 千円 518,0231,019,075793,808△1,567,949△1,163,920

 当期純利益又は当期純損失

（△）
千円 238,394 459,302 165,120 △2,674,236 △3,154,474

純資産額 千円 7,899,8988,831,4808,688,9955,730,1712,581,468

総資産額 千円 17,681,49717,861,04517,948,84312,617,1457,975,487

１株当たり純資産額 円 1,463.771,532.781,523.461,003.97 450.91

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）

円 44.31 82.44 28.95 △468.88 △553.08

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
円 39.25 74.86 27.09 － －

自己資本比率 ％ 44.7 48.9 48.4 45.4 32.2

自己資本利益率 ％ 3.1 5.5 1.9 △37.1 △76.0

株価収益率 倍 44.6 12.6 18.3 △0.3 △0.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
千円 292,040 239,3321,124,287720,859△593,716

投資活動による

キャッシュ・フロー
千円 △350,946△526,619△566,730△296,0621,204,792

財務活動による

キャッシュ・フロー
千円 1,372,304△1,336,716162,426△234,809△312,333

現金及び現金同等物の

期末残高
千円 2,569,513962,4121,590,0841,695,2602,004,413

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]
人

932

[111]

887

[95]

836

[114]

789

[70]

480

[78]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第56期、第57期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在するものの１株当

たり当期純損失であるため記載しておりません。

３．第54期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。 
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 千円 10,833,81212,506,49913,652,33610,771,5845,507,790

経常利益又は経常損失（△） 千円 126,263 705,506 456,216△1,465,371△964,308

 当期純利益又は当期純損失

（△）
千円 61,086 245,748△201,243△2,844,329△2,742,508

資本金 千円 2,097,1062,323,1052,323,1052,323,1052,323,105

発行済株式総数 株 5,460,6215,767,2685,767,2685,767,2685,767,268

純資産額 千円 7,305,8427,887,4907,507,0894,519,5841,778,685

総資産額 千円 16,043,99615,827,68816,141,44310,831,0037,051,624

１株当たり純資産額 円 1,353.701,382.931,316.23 791.72 310.15

１株当たり配当額

(内１株当たり中間配当額)
円

15.00

(－)

20.00

(－)

20.00

(5)

5.00

(5)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）

円 11.35 44.11 △35.28 △498.70 △480.85

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
円 10.06 40.06 － － －

自己資本比率 ％ 45.5 49.8 46.5 41.7 25.1

自己資本利益率 ％ 0.8 3.2 △2.8 △47.3 △87.3

株価収益率 倍 174.2 23.6 △15.0 △0.3 △0.4

配当性向 ％ 132.2 45.3 － － －

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]
人

251

[41]

245

[54]

247

[61]

240

[38]

131

[13]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第55期、第56期、第57期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在するものの

１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３．第54期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

４．第55期、第56期、第57期の配当性向につきましては、当期純損失が計上されているため記載しておりません。
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２【沿革】

　昭和25年５月、故大久保庄三の個人企業として受信管カソード、ヒーター、フィラメントの製造を目的として、東京カ

ソード研究所を東京都板橋区に創立いたしました。その後、我が国では経済の高度成長及び昭和39年の東京オリン

ピック開催を契機として通信放送の需要が増大いたしました。

　このような環境下においてＣＲＴ用カソード、ヒーターの専業メーカーとして近代的な企業経営に脱皮すべく昭和

38年４月㈱東京カソード研究所を同地に設立いたしました。

年月 概要

昭和38年４月 電子機器用材料、部品及び機器の製造及び販売、電子機器用材料、部品及び機器製作技術の受託研究

を主目的として㈱東京カソード研究所（資本金4,500千円、券面額500円）を東京都板橋区板橋一丁

目10番14号に設立。

昭和39年９月 東京都板橋区板橋一丁目10番14号に本社新社屋完成。

昭和40年４月 カラーＣＲＴ用カソード、ヒーター、メタルバックコイルの製作を開始。

昭和42年５月 蛍光表示管用フィラメントの製作を開始。

昭和45年11月 米国ルッカーアンドコールズ社と技術提携し、同社特許製品プローブカード（商標登録済）の製作

を開始。半導体検査機器及び各種電子材料などの製造に本格的に進出。

昭和52年３月 埼玉県比企郡滑川町（東松山工業団地内）に滑川事業所（現・埼玉事業所）を設置し、電子銃の生

産を開始。

昭和58年４月 熊本県熊本市水前寺町に九州営業所を設置し、九州地域販路拡大及び九州地域ユーザーに対しての

即応体制を確立。

昭和59年３月 北海道空知郡上富良野町に合弁で㈱北光電子工業を設立し、カソード、電子銃の製造を開始。

昭和59年12月 液晶用基板検査装置フルオートプローバＭＯＤＥＬ－7000の製作を開始。

昭和61年６月 内田工業㈱の株式取得により子会社とし、カソード、電子銃の製作を開始。

昭和62年４月 ハイビジョン対応のための含浸型カソードの開発に着手。

昭和63年２月 日商岩井㈱と販売契約を締結し、中国河北省のブラウン管工場にブラウン管製造設備を輸出し、Ｃ

ＲＴ用部品の販売を開始。

昭和63年８月 日商岩井㈱と販売契約を締結し、中国江蘇省のブラウン管工場にブラウン管製造設備を輸出し、Ｃ

ＲＴ用部品の販売を開始。

平成元年５月 熊本県阿蘇郡西原村（鳥子工業団地敷地内）に九州事業所を設置。（九州営業所を統合）

平成４年５月 関西地域ユーザーに対しての相互技術開発を行うため、大阪市東淀川区に大阪研究所を設置。（平

成14年10月廃止）

平成７年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成７年12月 中国におけるＣＲＴ用部品の市場の成長に伴い、無錫市電子管厰と共同出資により無錫三冠電子有

限公司を設立、また石家荘宝石電子集団公司と共同出資により石家荘宝東電子有限公司を設立のた

め契約を締結。（平成10年２月無錫三冠電子有限公司を会社清算）

平成８年５月 台湾における半導体市場の成長に伴い、伊藤忠商事株式会社及び延康資訊股?有限公司と共同出資

により東京探針股?有限公司を設立。

平成８年９月 シンガポール及び東南アジア地域における半導体市場の成長に伴い、MIKRO INTERNATIONAL

TEST PTE LTD（平成９年１月より TOKYO CATHODE LABORATORY (SINGAPORE) PTE LTD と名称変

更）に出資し、100％子会社とする。

平成８年10月 香港及び中国における半導体市場の成長に伴い、好得利電子有限公司（平成12年９月より

TOKYO CATHODE LABORATORY (H.K.) CO.，LIMITED と名称変更）に出資し、子会社とする。

平成９年４月 米国ウエントワースラボラトリー社との合弁により株式会社ビーテックジャパンを設立し、垂直プ

ローブカード「コブラプローブ」の製造を開始。（平成16年２月、100％子会社化）

平成13年12月 韓国における半導体市場成長に伴う海外拠点拡充のため、KOREA TCL CO., LTD. を設立し、子会社

とする。

平成15年５月 内田工業㈱において、液晶バックライト用モリブデン電極の量産開始。

平成16年12月

平成22年４月

　

日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場に上

場。　
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３【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社７社及び非連結子会社１社並びに関連会社３社で構成され、電子機器用材料、部品

及び機器の製造並びに販売の事業活動を展開しております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。　

　当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第５　経理の状況　１　

連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。　

電子部品事業………………ＣＲＴ用カソード及び液晶バックライト用モリブデン電極は、内田工業㈱及び㈱北光電子工

業が製造し、当社が販売するほか、内田工業㈱が一部販売しております。

その他製品は、内田工業㈱及び㈱北光電子工業、石家荘宝東電子有限公司が製造し、当社及び

内田工業㈱、㈱北光電子工業、石家荘宝東電子有限公司が販売しております。

プローブカード事業………プローブカードは、当社及び㈱北光電子工業、㈱ビーテックジャパン、TOKYO CATHODE

LABORATORY （SINGAPORE） PTE LTD、東京探針股?有限公司、TOKYO CATHODE LABORATORY 

（GUANGZHOU） CO.,LTD.が製造し、当社及び㈱ビーテックジャパン、TOKYO CATHODE

LABORATORY （SINGAPORE） PTE LTD、東京探針股?有限公司、TOKYO CATHODE LABORATORY 

（H.K.）CO.,LIMITED、TOKYO CATHODE LABORATORY （GUANGZHOU） CO.,LTD.が販売しており

ます。

ＡＴＥ事業…………………液晶基板用検査装置、液晶パネル点灯検査装置、ＶＩＣプローブ等は、当社及びMICRO HIGH

TECH CO.,LTD.、CRATTO INC.が製造し、当社及びMICRO HIGH TECH CO.,LTD.、TCL

Technologies,Inc.、CRATTO INC.が販売しております。 

ＯＶＩＳ事業………………ＶＩＳＩＯＮ関連装置、当社が製造し、当社が販売しております。

＊1　内田工業㈱は、平成22年３月29日に、解散決議を行ない、平成22年６月30日に清算結了予定です。

＊2　ＡＴＥ事業は、株式会社ユニオンアロー・テクノロジーに平成21年７月31日に823百万円で譲渡しております。

＊3　ＯＶＩＳ事業は、平成22年３月31日に廃止しております。
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 　以上述べた事業を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　

　　＊1　内田工業㈱は、平成22年３月29日に、解散決議を行ない、平成22年６月30日に清算結了予定です。

＊2　ＡＴＥ事業は、株式会社ユニオンアロー・テクノロジーに平成21年７月31日に823百万円で譲渡しております。

＊3　ＯＶＩＳ事業は、平成22年３月31日に廃止しております。

＊4　TCL　Technologies,Inc.は、平成21年７月31日に、解散決議を行ないました。　
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容
役員の兼任等

資金
援助

営業上の取引
設備の
賃貸借

業務提
携等

当社
役員
（人）

当社
従業員
（人）

（連結子会社）           

内田工業㈱ 東京都北区 80,000電子部品事業 100.0 － 1 なし 当社製品の製

造および販売

なし なし

㈱北光電子工業 北海道空知郡

上富良野町

20,000電子部品及びプ

ローブカード事

業

100.0 2 1 なし 当社製品の製

造

設備の

賃貸

なし

㈱ビーテック

ジャパン

東京都板橋区 60,000プローブカード

事業

100.0 2 2 なし 当社製品の

製造および販

売

設備の

賃貸

なし

  千新台湾ドル         

東京探針股?有限

公司

台湾新竹市 40,000プローブカード

事業

100.0 2 3 あり 当社製品の製

造および販売

なし なし

  
千シンガポー

ルドル
        

TOKYO CATHODE

LABORATORY 

(SINGAPORE)

PTE LTD

シンガポール 1,000プローブカード

事業

100.0 1 1 なし 当社製品の製

造および販売

なし なし

  千香港ドル         

TOKYO CATHODE

LABORATORY 

(H.K.)

CO., LIMITED

香港 10,000プローブカード

事業

100.0 2 1 なし 当社製品の販

売

なし なし

  千香港ドル         

TOKYO CATHODE

LABORATORY 

(GUANGZHOU)

CO.,LTD.

中国広東省

広州市

16,000プローブカード

事業

100.0

(20.1)

2 2 なし 当社製品の製

造および販売

なし なし

 （持分法適用関連

会社）

          

  千人民元         

石家荘宝東電子有

限公司

中国河北省

石家荘市

13,960電子部品事業 45.0 1 － なし 当社製品の製

造および販売

なし なし

  千ウオン                  

MICRO HIGH TECH 

CO.,LTD.

韓国亀尾市　 7,406,510ＡＴＥ事業　 30.0 － － あり　 当社製品の製

造

なし なし

　（注）１. 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

  ２. 内田工業㈱及び㈱北光電子工業は特定子会社に該当します。

３．TOKYO CATHODE LABORATORY (GUANGZHOU) CO.,LTD.の議決権の所有割合の（　）は、間接所有割合の内数であ

ります。
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５【従業員の状況】

1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

電子部品事業 22(8) 

プローブカード事業 431(68) 

ＡＴＥ事業 －(-) 

ＯＶＩＳ事業 －(-) 

全社（共通） 27(2)

合計 480(78)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含んでおります。）は、年間の

平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ309名減少しましたのは、主として提出会社のＡＴＥ事業の事業譲渡お

よび希望退職募集による人員減少と国内子会社１社の会社清算および海外子会社１社の人員減少によるも

のであります。

　　　　

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

   131(13) 41.3 12.3 4,646,905

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含んでおります。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載し

ております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金が含まれております。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ109名減少しましたのは、主としてＡＴＥ事業の事業譲渡および希望退

職募集によるものであります

(3）労働組合の状況

　①当社の労働組合は、全国労働組合連絡協議会全国一般東京労働組合に所属し、東京カソード分会と称しておりま

す。なお、関係会社については、労働組合はありません。

　②昭和51年４月14日に結成され、組合員数は16名であります。

　③労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、一昨年秋以降の金融危機に端を発した世界的不況から脱出しつつある

という見方がある半面、特に中国の景気刺激策に依存した景気回復の持続可能性について不確実な見方もありま

す。電気・電子業界におきましても、各国の景気刺激策により海外企業の業績回復がみられたものの、国内において

は長引く景気低迷により回復の兆しを模索しており、企業業績の回復は厳しい状況となりました。　

このような状況のもと、当社グループは、「不確実な事業環境にも十分耐え得る企業体質」を作るべく、2009年12

月２日に公表いたしました「事業再編計画（概要）」に基づき、資本効率が相対的に悪く、景気変動の影響を大き

く受け、他事業とのシナジーを見込めない「装置事業」および「電子部品事業のモリブデン電極」の撤退と、長期

安定した世界の寡占市場の中で半導体ロジック領域における確固たるシェアを築き、これまで蓄積してきた長年の

技術・開発ノウハウを十二分に活かせる消耗品治具である「プローブカード事業」への資源の集中という方針を

掲げ、事業再編を行ってまいりました。

プローブカード市場における成長領域で、大きな金銭的および時間的開発投資を必要とするＭＥＭＳ型プローブ

カードに関しては、市場に初めてＭＥＭＳ（”微小電気機械素子”およびその”創製技術”）型プローブカードを

投入し、世界トップシェアを誇る米国フォームファクター社（ＮＡＳＤＡＱ上場）との提携により、製品のライン

アップを拡充する形でプローブカード事業への選択と集中を進めてまいりました。

また、選択と集中に基づくノンコア事業の撤退と合わせて、コスト面でも変革に着手致しました。大幅な経営合理

化の一環として希望退職者の実施とともに取締役をはじめとした給与の一部カットを行いました。

その結果、当社の財務体質の改善とあわせ、収益構造も大幅に変わったため、当連結会計年度は、前連結会計年度

と比べ、大きく数字の内訳（売上構成比）が変化しました。プローブカード事業においては、半導体各社の稼働率が

徐々に上昇し穏やかな受注回復傾向がみられたものの、電子部品事業におけるモリブデン電極が高コスト面からの

受注落ち込みやＯＶＩＳ事業が景気低迷により受注見込が大幅に下回ることで損失が拡大することが見込まれ撤

退を決めた事業により、売上、利益ともに厳しい状況となりました。

しかしながら、当第２四半期までは世界的経済不況の影響を受け前年同四半期と比べて損失が大幅に増加してお

りましたが、事業再編やコスト削減といった一連の施策推進により当第３四半期からは利益構造の抜本的改善を確

認することができました。特に、第４四半期期間を比較すると、当第４四半期は、装置事業や電子部品事業のモリブ

デン電極など撤退事業の影響により、前第４四半期と比べた売上高は2割以上減少しましたが（前第４四半期売上

高1,729百万円から当第４四半期売上高1,301百万円へと前第４四半期比24.8%減）、一連の再編計画の推進により、

売上総利益額の大幅改善（前第４四半期売上総利益△199百万円から当第４四半期売上総利益86百万円へと改

善）、および営業損失額の減少（前第４四半期営業損失934百万円から当第４四半期営業損失341百万円へと592百

万円の改善）といった利益構造の抜本的改善を確認するとともに、中核事業として再定義したプローブカード事業

におきましては、当第４四半期でも売上原価に含まれる棚卸資産の評価損を除くと、引き続き黒字化を果たすとと

もに黒字額の拡大を達成するなど、全体として予定通りの進捗を確認することができました。

この結果、当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の経営成績につきま

しては、売上高は6,204百万円(前年同期比46.8％減)、営業損失が1,202百万円（前連結会計年度は1,481百万円の営

業損失）、経常損失が1,163百万円（前連結会計年度は1,567百万円の経常損失）となりました。また、モリブデン電

極の撤退によるたな卸資産評価損762百万円、早期退職者募集に伴う特別退職金338百万円等特別損失が2,560百万

円発生し、当期純損失として3,154百万円（前連結会計年度は2,674百万円の当期純損失）を計上することとなりま

した。　

事業の種類別セグメントの業績とその要因は次のとおりであります。　

（電子部品事業）

主力のモリブデンカップおよびモリブデン電極について、モリブデン電極が高コスト面から敬遠され、撤退を決

め、内田工業を清算したことにより、売上を計画通りに上げることができませんでした。半導体部品については、半

導体メーカーが部品のリサイクルを行ったことに伴い新規部品の売上は伸び悩みました。

この事業の売上高は1,709百万円（前年同期比60.7％減）、営業損失は337百万円（前連結会計年度は47百万円の

営業損失）となりました。　

（プローブカード事業）

半導体市場は緩やかに回復が始まりました。当社の売上げもカンチレバー型で前第４四半期比81.8%増、アドバン

スプローブカードで同30.2%増と確実な回復を見ることができましたが、一連の再編に伴う選択と集中の下、生産性

の向上をはじめとする積極的な経営合理化施策を行いました。

この事業の売上高は3,122百万円(前年同期比25.8％減)、営業損失は88百万円（前連結会計年度は253百万円の営

業損失）となりました。　

（ＡＴＥ事業）
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市場の急速な悪化により更なる赤字の拡大が予想されていたＡＴＥ事業につきましては、迅速な事業撤退が奏功

し、当第１四半期に受注した国内および韓国メーカーに対する主力製品であるＬＣＤオープン・ショート検査シス

テムの売上分で利益を維持することができました。なお、本事業は2009年８月に事業譲渡しております。

この事業の売上高は1,196百万円(前年同期比42.7％減)、営業利益は81百万円（前年同期比795.4％増）となりま

した。

（ＯＶＩＳ事業）

第３四半期において、今期初めて光学機器メーカー向けマスク検査装置を出荷しましたＯＶＩＳ事業の売上は、

ＡＴＥ事業同様に撤退を決めたため第３四半期までの損失を補うことはできませんでした。

この事業の売上高は176百万円(前年同期比82.9％減)、営業損失は223百万円（前連結会計年度は377百万円の営

業損失）となりました。

　

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

日本において、電子部品事業については、撤退を決めたモリブデンカップが売上に貢献したものの、単価下落によ

り利益率が大幅に悪化したことをはじめ、同じく撤退決定済みの主力であったモリブデン電極も高コスト面から敬

遠され、受注が極端に落ち込みました。ＡＴＥ事業についても、当第４四半期の売上貢献はほぼありませんでした

が、当第２四半期までに上げた主力のＬＣＤオープン・ショート検査システムによる売上と早期撤退の決定により

利益を確保することができました。残りの撤退事業であるＯＶＩＳ事業では当第４四半期で主力装置の売上を上げ

ることができましたが、計画を下回る結果に終わったことで営業損失を計上することとなりました。

プローブカード事業については、市況の不確実性は否めないものの、当第４四半期においても引き続き市場の緩

やかな回復傾向の中、自社努力による生産性向上およびコスト削減努力を継続致しました。

この結果、売上高は5,480百万円(前年同期比48.9％減)、営業損失は582百万円（前連結会計年度は701百万円の営

業損失）となりました。

②アジア

アジアにおいて、中国の内需刺激策の効果により、主力であるロジック向けのカード需要は回復基調にあります。

また、半導体の高密度化によるカンチレバーから垂直カードへの移行の流れもあり、その対応を進めており、利益を

確保することが出来ました。

この結果、売上高は723百万円(前年同期比23.8％減)、営業利益は57百万円(前年同期比6.4％増)となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純損失

3,145百万円、仕入債務の減少額1,115百万円、長期借入金の返済による支出783百万円等の支出要因があったもの

の、売上債権の減少額936百万円、減損損失861百万円、長期借入れによる収入650百万円等の収入要因があったこと

により、前連結会計年度末に比べ309百万円増加し、当連結会計年度末残高は2,004百万円となりました。 

当連結会計年度のにおける各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、593百万円(前連結会計年度は営業活動の結果獲得した資金として720百万円)と

なりました。これは主として、売上債権の減少額936百万円、減損損失861百万円等の収入要因があったものの、税金

等調整前当期純損失3,145百万円、仕入債務の減少額1,115百万円等の支出要因があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は、1,204百万円（前連結会計年度は投資活動の結果使用した資金として296百万

円）となりました。これは主に、有形固定資産の売却による収入581百万円、保険積立金の解約による収入441百万

円、事業譲渡による収入313百万円等の収入要因があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、312百万円（前連結会計年度は財務活動の使用した資金として234百万円）とな

りました。これは主に、長期借入による収入650百万円等の収入要因があったものの、長期借入金の返済による支出

783百万円等の支出要因があったことによるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

電子部品事業 1,111,727 62.0

プローブカード事業 2,091,904 73.2

ＡＴＥ事業 882,564 67.4

ＯＶＩＳ事業 304,261 27.5

合計 4,390,458 62.1

　（注）１．金額は製造原価によっております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

電子部品事業 1,676,144 41.9 96,617 74.5

プローブカード事業 3,145,097 76.6 172,595 115.0

ＡＴＥ事業 △555,363 － － －

ＯＶＩＳ事業 28,951 5.8 － －

合計 4,294,829 39.2 269,212 12.4

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　２．ＡＴＥ事業の事業譲渡を行ったため、マイナスになっております。　

　　　　　　ＡＴＥ事業は、平成21年７月31日付で事業譲渡を行っているため、当連結会計年度における受注残高はありません。

　　　　３. ＯＶＩＳ事業は、平成22年３月31日に廃止しているため、当連結会計年度における受注残高はありません。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

電子部品事業 1,709,154 39.3

プローブカード事業 3,122,597 74.2

ＡＴＥ事業 1,196,189 57.3

ＯＶＩＳ事業 176,215 17.1

合計 6,204,157 53.2

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ハリソン東芝ライティング㈱ 1,908,682 16.4 156,153 2.5

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1) 連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題について

中長期的な経営戦略に基づき、次の課題に鋭意取り組んでまいります。 

①中核となる事業の基盤作り

プローブカード事業は、シリコンサイクルやクリスタルサイクルなどの景気に左右される事業でありますが、装

置を主軸とする事業に比べて受注から代金の回収までの投資効率が良く、自社能力や将来における永続性が高い

半消耗治具であることから、この「プローブカード事業」を中核に置くことといたしました。

　プローブカード事業のうち、カンチレバー型のプローブカードを中核事業における本命として位置付けて、成長

に必要な資源となる「主要な利益をもたらす事業」に変革させるため１、２年を目途に早急に収益の柱としての

基盤作りに集中・特化するよう図ってまいります。

②拡大事業の推進

　プローブカード事業のうち、垂直型プローブカード、ＭＥＭＳ型プローブカードを拡大事業と位置づけ推進して

まいります。

　垂直型プローブカードは、カンチレバー型プローブカードによって収益の基礎をしっかりと確保した上で、中核

となる事業と「同等以上」の収益をもたらす成長事業となるように、当社計画の第２段階として位置付けて、当社

が得意とする微細加工や素材開発により製品の開発強化を行うとともに、新規取引先に対する拡販や、現時点でカ

ンチレバー型プローブカードを販売する取引先へのアプローチにつなげられるように当社とのパートナーシップ

をより強固にする施策を行ってまいります。

　ＭＥＭＳ型プローブカードについては、３年から５年の中期的成長事業と捉えたうえで慎重に議論を重ね、その

時点での目標を超える利益を達成している場合に他の二種類のプローブカードと相対比較し、開発に踏み切るか

を判断いたします。

　当社は、市場に初めてＭＥＭＳ型プローブカードを投入した米国フォームファクター社（ＮＡＳＤＡＱ上場）と

一部製品について一昨年より販売代理店契約を結んでおります。当期はさらに、ＳＯＣ用製品の販売・組立業務に

係る提携契約を結び関係を強化しましたので、既存顧客からの要請に対しては米国フォームファクター社の製品

の提供により対応してまいります。（詳しくは平成20年11月17日付当社「米国フォームファクター社との代理店

契約に関するお知らせ」及び平成21年12月２日付当社「米国フォームファクター社と業務提携に関するお知ら

せ」をご参照ください。）今後も両社の良好な関係を強固にしつつ、顧客満足度の充実を図ってまいります。

　

(2) 株式会社の支配に関する基本方針について　

　当社は、平成19年３月30日開催の取締役会において、「株式の大量取得を目的とする買付けに対する当社の基本的

な考え方」を決議いたしましたが、平成20年５月13日開催の当社取締役会における決議及び平成20年６月25日開催

の本定時株主総会における株主の皆様のご承認による、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）

（以下「本プラン」といいます。）の導入に伴い、当社の株式会社の支配に関する基本方針を改定いたしました。

　改定後の当社の株式会社の支配に関する基本方針は、以下のとおりです。

①基本方針の内容

　　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務及び事業の内容や当社の企業価値

の源泉を十分に理解し、当社が企業価値ひいては株主皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していく

ことを可能とする者である必要があると考えています。

　　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて行わ

れるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量取得であっても、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　　しかしながら、株式の大量取得の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害をも

たらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量取得

の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しない

もの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするも

の等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　　特に、当社の企業価値の源泉は、①長年にわたり蓄積された素材の基礎研究と加工技術、②製品を作り上げる中で育

まれた信頼関係、③常にニーズを先取りし挑戦する独創的技術の研究開発力、並びに④優秀な人材の確保及び高度

な技術力を育む体制の４点に集約されます。当社株式の大量取得を行う者が、当社グループの財務及び事業の内容

を理解するのは勿論のこと、これらの当社の企業価値の源泉を理解した上で、それを中長期的に確保し、向上させら

れるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

EDINET提出書類

株式会社東京カソード研究所(E02014)

有価証券報告書

 12/113



　　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量取得を行う者は、当社の財務及び事業の方針

の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量取得に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採

ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

②　基本方針実現のための取組み

(イ)　基本方針の実現に資する特別な取組み

（企業価値向上のための取組み）

　　当社は創業以来、「全員一致協力により最良の製品を世に出して、最大ではなく最良の会社－Good Company－を目

指す」を経営理念に掲げて、上記企業価値の源泉をもとに事業展開を推進し、発展してまいりました。

　　さらに、昨年10月には各事業のそれぞれの社員に対する社内教育プログラムを導入しております。これにより、『全

員一致協力』して『最良の製品』を生み出すための当社の理想像を創り上げて『最良の会社』を目指すことは、企

業価値・株主共同の利益の向上に大きく貢献するものと確信しております。

　　今後、時代の変革がますます加速されていく中で、当社は研究開発型企業の利点を活かしつつ、半導体分野とディス

プレイ分野を両軸にさらなる研鑽を続け、お客様との強固な信頼関係を築いてまいります。

　　このために当社は、確実な成長を実現するための基軸として、当社内における経営指針として、平成20年度から平成

22年度に係る中期３ヵ年経営計画『ネクストステージ』を策定しております。

　　当社はこの中期３ヵ年経営計画の基本方針として、プローブカード事業において生産効率と新開発品の投入による

海外及び国内の新市場開拓を行い、収益の確実な黒字化を目指しております。そして具体的には、利益確保と資本効

率の向上を図るべく、営業利益率10%及び株主資本利益率８%を実現することを目標に据えております。

　　中期３ヵ年経営計画における上記諸施策への積極的な取組みを足がかりに、当社は『最良の会社』へのステップを

踏みしめつつ、さらに企業価値を向上させてまいります。

（コーポレート・ガバナンスの強化）

　　当社においては、独立性のある社外監査役を含む監査役会が定例的に開催されるとともに、監査役は取締役会のみ

ならず経営会議や重要な会議に出席し、必要に応じ取締役会に対する意見を述べ、業務執行を監督するとともに

コーポレート・ガバナンスの充実に努めております。

　　これに加えて当社は、第55期事業年度に係る定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）より、独立性の

ある社外取締役を選任いたしております。これにより、当社の経営の透明性をより高いものといたします。

　　さらに当社は、昨年度より導入した内部統制システムの基本方針を定め、役職員等に対するコンプライアンス遵守

に関する教育を実施し、内部統制の強化を図っております。

(ロ)　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

　　前述のとおり、当社は、平成20年５月13日開催の当社取締役会における決議及び平成20年６月25日開催の本定時株

主総会における株主の皆様のご承認により、本プランを導入いたしました。

　本プランによる基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組みの具体的内容は、以下のとおりです。

(i)　本プランの目的

　　本プランは、当社株式の大量取得が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断をするために必要・十分な情報と時

間を確保するとともに、買収者との交渉の機会を確保すること等を通じて、当社の企業価値・株主共同の利益に反

する買収を抑止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。

(ii)　対象となる買付等

　　本プランは、以下の①又は②に該当する買付もしくはこれに類似する行為又はこれらの提案（当社取締役会が別途

認めたものを除くものとし、以下「買付等」といいます。）がなされる場合を適用対象とします。買付等を行おうと

する者（以下「買付者等」といいます。）には、予め本プランに定められる手続に従っていただくこととします。

① 当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付その他の取得

② 当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所有割

合の合計が20%以上となる公開買付け
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(iii)　買付者等に対する情報提供の要求

　買付等を行う買付者等は、当該買付等に先立ち、当社に対して、下記の各号に定める情報（以下「本必要情報」と

いいます。）及び当該買付者等が買付等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面

（以下「買付説明書」と総称します。）を当社の定める書式により日本語にて提出していただきます。なお、独立委

員会は、提出された情報が不十分であると判断した場合には、適宜回答期限（原則として60日を上限とします。）を

定めた上で、本必要情報を追加的に提出するよう求めることがあります。

① 買付者等及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及び（ファンドの場合は）各組合員その他の構成員を含み

ます。）の詳細（具体的名称、資本構成、財務内容、経営成績（法令違反を行ったり、法令遵守に関して監督官庁から

指導等を受けたことがある場合はその具体的内容等を含みます。）その他の経理の状況、当該買付者等による買付

等と同種の過去の取引の詳細、その結果対象会社の企業価値に与えた影響等を含みます。）

② 買付等の目的、方法及び内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連する取引の仕組み、買付等の方法の

適法性、買付等の実行の可能性等を含みます。）

③ 買付等の価格の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報及び買付等に係る一連

の取引により生じることが予想されるシナジーの内容（そのうち少数株主に対して分配されるシナジーの内容を

含みます。）及びその算定根拠等を含みます。）

④ 買付等の資金の裏付け（買付等の資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達方法、関連する

取引の内容を含みます。）

⑤ 買付者等と第三者との間の当社の株券等に関する合意（締結日、相手方及びその具体的内容を含みます。）、並び

に、買付者等による当社の株券等の取得又は譲渡に関する事項（時期、数、価額、方法、相対売買の場合の相手方を含

みます。）

⑥ 買付等の後における当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配当政策

⑦ 買付等の後における当社の株主、当社グループの従業員、取引先、顧客その他の当社グループに係る利害関係者に

対する対応方針

⑧ 当社の他の株主との間の利益相反が生じうる施策を行うことを予定している場合には、当該利益相反をを回避す

るための具体的方策

⑨ その他独立委員会等が合理的に必要と判断する情報

(iv)　独立委員会による検討・勧告等

　独立委員会は、買付者等から買付説明書及び独立委員会が追加的に提出を求めた情報（もしあれば）が提出され

た場合、当社取締役会に対しても、適宜回答期限（原則として60日を上限とします。）を定めた上、買付者等の買付

等の内容に対する意見（留保する旨の意見を含むものとします。以下同じとします。）及びその根拠資料、代替案等

の提出を求めます。

　独立委員会は、買付者等及び当社取締役会からの情報等の提供がなされたと認めた場合、情報等の受領から原則と

して60日間が経過するまで（但し、下記のとおり独立委員会は当該期間の延長をその決議をもって行うことができ

るものとします。）（以下「独立委員会検討期間」といいます。）に、買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役

会の経営計画・事業計画等に関する情報収集・比較検討、当社取締役会の提示する代替案（もしあれば）の検討

等、当該買付者等との協議・交渉等を行います。

　独立委員会は、買付者等が現れた場合には、所定の手続に従い当社取締役会に対する勧告等を行います。独立委員

会は、買付者等による買付等が下記(vi)に定める要件のいずれかに該当し、かつ本新株予約権（下記(vii)に定義さ

れます。以下同じ。）の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、本新

株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行います（但し、中止等を行う場合もあります。）。他方、独立委員

会は、買付等が下記(vi)に定める要件のいずれにも該当しない、又は該当しても本新株予約権の無償割当てを実施

することが相当でないと判断した場合には、本新株予約権の無償割当てを実施すべきでない旨の勧告を行い、また、

独立委員会検討期間終了時までに、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施の勧告を行うに至らない場合に

は、合理的な範囲内（但し、原則として30日を越えないものとします。）で独立委員会検討期間を延長することがで

きます。
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(v)　取締役会の決議／株主意思確認総会の招集

　当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施等に関す

る会社法上の機関としての決議を速やかに行うものとします。但し、当社取締役会は、本プランに従った本新株予約

権の無償割当ての実施に際して、独立委員会における手続に加えて、買付者等による買付等の内容、時間的猶予等の

諸般の事情を考慮の上、実務上適切であると判断する場合には、株主総会（以下「株主意思確認総会」といいま

す。）を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する株主の皆様の意思を確認することができます。株主意思

確認総会が開催された場合、当社取締役会は、当該株主意思確認総会の決議に従うものとします。

　買付者等並びにその共同保有者及び特別関係者は、当社取締役会が本新株予約権の無償割当ての不実施に関する

決議を行うか、株主意思確認総会において本新株予約権の無償割当ての実施に係る議案が否決されるまでの間、買

付等を実行してはならないものとします。当社取締役会は、上記決議を行った場合速やかに、当該決議の概要その他

当社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。

(vi)　本新株予約権無償割当ての要件

　当社は、買付者等による買付等が下記のいずれかに該当し本新株予約権の無償割当てを実施することが相当と認

められる場合、当社取締役会又は株主意思確認総会の決議により、本新株予約権の無償割当てを実施することを予

定しております。

(a) 本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合

(b) 下記に掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのあ

る買付等である場合

① 株券等を買い占め、その株券等について当社に対して高値で買取りを要求する行為

② 当社の経営を一時的に支配して、当社グループの重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠牲の下に買付者等の

利益を実現する経営を行うような行為

③ 当社グループの資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社グループの事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分利益

をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為

(c) 強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、ある

いは明確にしないで、公開買付け等の株式買付を行うことをいいます。）等株主に株式の売却を事実上強要するお

それのある買付等である場合

(d) 当社取締役会に、当該買付等に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与えない買付等である場合

(e) 当社株主に対して、本必要情報その他買付等の内容を判断するために合理的に必要とされる情報を十分に提供し

ない買付等である場合

(f) 買付等の条件（対価の価額・種類、買付等の時期、買付等の方法の適法性、買付等の実行の可能性、買付等の後の

経営方針又は事業計画、買付等の後における当社の他の株主、当社グループの従業員、顧客、取引先その他の当社グ

ループに係る利害関係者に対する方針等を含みます。）が当社の本源的価値に鑑み不十分又は不適当な買付等であ

る場合

(g) 当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社のブランド力、企業文化又は当社の従業員等との関係を損なう

ことなどにより、当社の企業価値又は株主共同の利益に反する重大なおそれをもたらす買付等である場合
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(vii)　本新株予約権の概要

　本プランにおいて無償割当てを行う新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）は、その数につき割当期日

における当社の最終の発行済株式総数（但し、自己株式の数を除きます。）と同数とし、また、割当期日における当

社の最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された当社以外の株主に対し、その有する当社株式1株につ

き本新株予約権１個の割合で割り当てられます。本新株予約権１個の目的である株式の数（以下「対象株式数」と

いいます。）は、原則として1株とします。また、本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭、当該出資され

る財産の株式１株当たりの価額は、１円を下限とし当社株式１株の時価の２分の１の金額の範囲内で本新株予約権

無償割当て決議において別途定める価額とします。その行使期間は、本新株予約権無償割当て決議において別途定

める日を初日とし、１ヵ月間から３ヵ月間までの範囲で定める期間です。

　また、(a)当社が発行者である株券等の保有者で当該株券等に係る株券等保有割合が20%以上である者（当社取締

役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、(b)その共同保有者、(c)公開買付けによって当社が発行者である

株券等の買付け等を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有に係る株券等の株券等所

有割合がその者の特別関係者の株券等所有割合と合計して20%以上となる者（当社取締役会がこれに該当すると認

めた者を含みます。）、(d)その特別関係者、もしくは(e)上記(a)から(d)に該当する者から本新株予約権を当社取締

役会の承認を得ることなく譲り受けもしくは承継した者、又は(f)(a)から(e)に該当する者の関連者（以下(a)から

(f)に該当する者を「非適格者」と総称します。）は、原則として本新株予約権を行使することができません。また、

外国の適用法令上、本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とされる非居住者も、原則として本新株予約権

を行使することができません。

　本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。当社は、行使期間開始日の前日まで

の間いつでも本新株予約権を無償取得することができると共に、非適格者以外の者が有する本新株予約権のうち前

日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換えに、本新株予約権１個につき対象株式数に相当する数の当社株

式を交付することができます（複数回取得することも可能です。）。

(viii)　本プランの有効期間

　本プランの有効期間は、本定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会の終結の時までとします。

　但し、有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本プランに係る本新株予約権の無償割当てに関す

る事項の決定についての取締役会への委任を撤回する旨の決議が行われた場合、又は、②当社取締役会により本プ

ランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになります。

(ix)　株主に対する影響

　本プラン導入後であっても、本新株予約権無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に直接具体的な影響が

生じることはありません。他方、本プランが発動され、本新株予約権無償割当てが実施された場合、割当期日の株主

に対し、その有する当社株式１株につき本新株予約権1個の割合で本新株予約権が無償にて割り当てられます。仮

に、株主の皆様が本新株予約権の行使にかかる手続を経なければその保有する当社株式が希釈化される場合があり

ます。但し、当社が当社株式を対価として本新株予約権の取得を行った場合、その保有する当社株式の希釈化は原則

として生じません。
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③　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

(イ)　基本方針の実現に資する特別な取組み（上記②(イ)の取組み）について

　　当社の中期経営計画、コーポレートガバナンスの強化等の各施策は、上記②(イ)記載のとおり、当社の企業価値・株

主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本

方針の実現に資するものです。従って、これらの各施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するもの

であり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

(ロ)　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み（上記②(ロ)の取組み）について

　　本プランは、上記②(ロ)記載のとおり、当社株式に対する買付等が行われた際に、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランについては、経済産業省及び法務

省が平成17年5月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定

める三原則の要件を完全に充足していること、本定時株主総会において株主の皆様の承認を得ていること、本プラ

ンの有効期間が１年間と定められた上、株主総会又は取締役会によりいつでも本プランを廃止できるとされている

こと、その内容として本プランの発動に関する合理的な客観的要件が設定されていること、独立性のある社外取締

役等によって構成される独立委員会が設置され、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断を経ることが必

要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家を利用し助言を受けることができるとされているこ

と等により、その公正性・客観性が担保されており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであっ

て、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のある事項は、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成22年６月25日）現在において当社グループが判断し

たものであります。

(1)半導体市場による影響　　

　当社グループの主要製品であるプローブカードは、半導体の検査工程で使用される製品であります。半導体市場

は、需給のバランスにより変化する市場であり、世界同時不況のような需要変動が起こった場合、半導体の生産量と

ほぼ比例して、プローブカードの受注量が変動する可能性があります。そのため、予期せぬ市場変動によって、半導

体の生産量が減少した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2)新製品開発による影響

　当社グループは、市場の進歩に適応すべく新技術・新製品開発について積極的な研究開発投資を継続的に実施し

ております。そしてこれらの新規製品（投資）が当社グループ収益においてかなりの部分を占めていると考えてお

ります。しかし半導体市場の技術革新は著しく、また大きな投資を必要とするため、新技術・新製品開発に遅れが生

じる場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(3)価格競争における影響

　当社グループが参画している半導体業界は、回復傾向にあるものの、顧客である半導体メーカは、利益を確保する

ためにコスト削減を行なっております。このため、検査に使用されるプローブカードについても価格の値下げ要請

がくることが予想されます。その場合、当社グループでは、原価低減を継続的におこなっておりますが、業績に影響

を与える可能性があります。

(4)海外進出による影響

　当社グループの生産及び販売活動は、東アジア地域(台湾・中国・シンガポール)において拡大化しつつあり、将来

はますます海外の位置付が重要視されます。その場合、為替相場の変動が、業績に影響を与える可能性があります。

(5)品質に係わる影響

　当社グループの製品は、万全の品質管理を行っておりますが、万一欠陥が発生した場合、また予期せぬ製品の不具

合により事故が発生した場合、業績に影響を与える可能性があります。

(6)自然災害の影響

　当社グループの生産及び販売活動は東アジア地域を中心に展開しております。それらの地域において、地震、水害、

台風など予測をはるかに上回る自然災害の事故が発生し、短期間で復旧不可能な甚大な被害を被り、生産・販売・

サービス活動に障害が発生した場合、当社グループの経営成績に不利益な影響を与える可能性があります。

(7)情報セキュリティの影響

　当社グループは、事業活動内に情報共有化のためのネットワークを配置しております。その中には顧客との営業上

・技術上の機密情報を保有し、顧客情報や個人情報を含むものもあります。当社グループはこれらの情報の機密保

持には細心の注意を払い、第三者からの不正アクセス・改ざん・破壊行為・紛失などから守るため、管理体制の構

築に努めるとともにネットワークの情報セキュリティを実施するなど安全施策を講じておりますが、万が一これら

の機密情報等に対して漏えい・不正使用などの事故が起きた場合には、その損害賠償や評判・信用問題に不利益な

影響を与える可能性があります。 

(8)提出会社が将来にわたって事業を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況

　当社グループは、前連結会計年度に営業損失、経常損失、当期純損失を計上したことに続き、当連結会計年度において

も営業損失、経常損失、当期純損失を計上しております。当該事象により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じ

させるような事象または状況が生じております。

　しかしながら、事業の選択と集中、合理化策等の推進により、資金の安定化を図り、リスクの解消に向けた対応策を実

行しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。
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５【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成21年７月13日及び平成21年７月27日開催の取締役会において、株式会社ユニオンアロー・テクノロジー

に当社のＡＴＥ事業を譲渡することについて決議を行い、平成21年７月27日付けで「事業譲渡契約書」を締結いたし

ました。

　その主な内容は、次のとおりであります。

(1）譲渡日　　　　　　平成21年７月31日

(2）事業譲渡の相手先　株式会社ユニオンアロー・テクノロジー

(3) 事業内容　　　　　各種機器装置の製造・販売　　

(4）当該事業の譲渡の契約の内容

譲渡資産、負債の項目及び金額

（平成21年７月31日現在）

資　　　産

項　　目 帳簿価額

たな卸資産 509百万円

有形固定資産 13百万円

無形固定資産 0百万円

投資その他の資産 0百万円

資産合計 523百万円

　※譲渡負債はありません。

(5)譲渡価額　　　　　　823百万円　

６【研究開発活動】

　当社グループの研究開発体制は、電子部品事業部半導体部品Ｇ技術Ｔ、プローブカード事業部開発Ｇ及び一部の子会

社、また、ＡＴＥ事業部及びＯＶＩＳ事業部は一部外部委託により行っております。

　当社の半導体部品Ｇ技術Ｔ（電子部品事業部）、開発Ｇ（プローブカード事業部）、開発Ｇ（ＡＴＥ事業部）、開発

室は、基礎研究及び新製品開発を担当し、社内各部署と連携して必要な技術開発を行っており、今後の事業の中心とな

る製品の研究開発を進めております。

　当連結会計年度における各事業別の主要課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は271,224千円（売上高比4.3％）であります。

（1）電子部品事業

　当事業におきましては、半導体製造関連部品の開発を継続して行いました。

　なお、当関連事業の研究開発費は3,701千円であります。

　　　 半導体製造部品の表面処理の開発。

（2）プローブカード事業

　当事業におきましては、新型プローブカードの新製品開発を継続して行いました。

　なお、当関連事業の研究開発費は185,293千円であります。

　　① 高機能・高付加価値型プローブカード開発。

　　② 広範囲・高低温対応プローブカードの開発。

　　③ 狭ピッチ対応プローブカード継続開発。

　　④ 垂直型高集積対応プローブカードの開発。

    ⑤ 一括測定用プローブカードの開発。

（3）ＡＴＥ事業

　当事業におきましては、ＦＰＤ関連検査システム技術の研究開発を継続して行いました。

　なお、当関連事業の研究開発費は74,098千円であります。

　　  ＬＣＤ－ＴＦＴアレイパターンオープン／ショート検査テスタ高機能化。

（3）ＯＶＩＳ事業

　当事業におきましては、ＦＰＤ関連製造プロセス技術及びＴＰ用途フィルムの研究開発を行いました。

　なお、当関連事業の研究開発費は8,131千円であります。

　　①ＬＣＤ用各種高機能フィルムのレ－ザ切断プロセス装置の開発。 

　　②ＬＣＤ用各種高機能フィルム検査装置用画像処理装置の開発。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ③タッチパネル（抵抗膜方式）用透明導電膜フィルムの開発。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　本文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成22年６月25日）現在において当社グループが判

断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて 

おります。この連結財務諸表の作成に当たりましては、連結決算日における資産・負債の数値及び当該連結会計年

度における収入・費用の数値に影響を与える見積りや仮定設定を行うなど、継続的に判断し評価を行っておりま 

す。

　 重要な会計方針につきましては、有価証券やたな卸資産の評価基準、固定資産の減価償却方法など如何なる会計

処理の方法を採用するかにより損益の額に影響を及ぼすことがあるため、連結財務諸表が作成された基礎または前

提を明らかにしております。実際の結果は、市場の変化や見積り特有の不確実性などから異なる場合があります。

(2)当連結会計年度の経営成績の分析

　当社グループの当連結会計年度における電気・電子業界は、各国の景気刺激策により海外企業の業績回復がみられ

たものの、国内においては長引く景気低迷により回復の兆しを模索しており、企業業績の回復は厳しい状況となりま

した。

このような状況下、当社グループは、「不確実な事業環境にも十分耐え得る企業体質」を作るべく、2009年12月２日

に公表いたしました「事業再編計画（概要）」に基づき、資本効率が相対的に悪く、景気変動の影響を大きく受け、他

事業とのシナジーを見込めない「装置事業」および「電子部品事業のモリブデン電極」の撤退と、長期安定した世界

の寡占市場の中で半導体ロジック領域における確固たるシェアを築き、これまで蓄積してきた長年の技術・開発ノウ

ハウを十二分に活かせる消耗品治具である「プローブカード事業」への資源の集中という方針を掲げ、事業再編を

行ってまいりました。これにより、当社の財務体質の改善とあわせ、収益構造も大幅に変わり、当連結会計年度は、前連

結会計年度と比べて大きく売上構成比が変化いたしました。

この結果、当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の経営成績につきまし

ては、売上高は6,204百万円(前年同期比46.8％減)、営業損失が1,202百万円（前連結会計年度は1,481百万円の営業損

失）、経常損失が1,163百万円（前連結会計年度は1,567百万円の経常損失）となりました。また、モリブデン電極の撤

退によるたな卸資産評価損762百万円、早期退職者募集に伴う特別退職金338百万円等特別損失が2,560百万円発生し、

当期純損失として3,154百万円（前連結会計年度は2,674百万円の当期純損失）を計上することとなりました。

しかしながら、当第２四半期までは世界的経済不況の影響を受け前年同四半期と比べて損失が大幅に増加しており

ましたが、事業再編やコスト削減といった一連の施策推進により当第３四半期からは利益構造の抜本的改善を確認す

ることができました。特に、中核事業として再定義したプローブカード事業におきましては、当第３四半期から黒字化

を果たすとともに黒字額の拡大を達成するなど、全体として予定通りの進捗を確認することができました。　

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について

　 当社グループを取り巻く事業環境は、景気の好調などによって需要は大きくなるものと思 われますが、為替の変

動、原材料の高騰、企業の投資余力、価格の変動などによっても経営成績に影響を与えるものと思われます。

(4)経営戦略の現状と見通し

　当社グループは、「不確実な事業環境にも十分耐え得る企業体質」を作るべく、2009年12月2日に公表いたしました

「事業再編計画（概要）」に基づき、2010年度は活動をおこなってまいります。プローブカード事業への資源の集中

をおこない、事業を進めてまいります。プローブカード事業が属する半導体業界は、回復傾向にあり、今後も回復基調

で推移するものと予測しております。プローブカード事業のセグメント別売上高としては、カンチレバー（通常）、カ

ンチレバー（ＯＣ）、アドバンスプローブカード、全てのセグメントで増加を見込んでおります。ノンコア事業の撤退

でグループ全体の売上高は、前年比で減少するものの、プローブカード事業を中心とした筋肉質な事業構造への再編

を目指し、従来の損益分岐点売上高を大幅に下げ、来期以降コア事業の更なる強化で利益強化を目指す土台作りを

2010年度は目指します。
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(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析

　資産の部は、前連結会計年度末に比べ4,641百万円の減少となりました。そのうち、流動資産は、前連結会計年度末に

比べ2,214百万円の減少となりました。主として受取手形及び売掛金が929百万円減少しましたが、有形固定資産等の

売却したことにより現金及び預金が526百万円増加したことによるものであります。固定資産は2,426百万円の減少と

なりました。主として有形固定資産の売却、除却等によるものであります。 

　負債の部は、前連結会計年度末に比べ1,492百万円の減少となりました。そのうち、流動負債は、前連結会計年度末に

比べ1,276百万円減少となりました。主として支払手形及び買掛金1,018百万円の減少、短期借入金が191百万円の減少

によるものであります。固定負債は、前連結会計年度末に比べ216百万円の減少となりました。主として長期借入金121

百万円減少したことによるものであります。

　純資産の部は、前連結会計年度末に比べ3,148百万円の減少となりました。　

　この結果、１株当たり純資産額は前連結会計年度末に比べ553円06銭減少し450円91銭となり、自己資本比率32.2%

（前連結会計年度は45.4%）となりました。

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純損失

3,145百万円、仕入債務の減少額1,115百万円、長期借入金の返済による支出783百万円等の支出要因があったものの、

売上債権の減少額936百万円、減損損失861百万円、長期借入れによる収入650百万円等の収入要因があったことによ

り、前連結会計年度末に比べ309百万円増加し、当連結会計年度末残高は2,004百万円となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、営業活動の結果使用した資金は、593百万円(前連結会計年度は営業活動の結

果獲得した資金として720百万円)となりました。これは主として、売上債権の減少額936百万円、減損損失861百万円等

の収入要因があったものの、税金等調整前当期純損失3,145百万円、仕入債務の減少額1,115百万円等の支出要因が

あったことによるものです。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、投資活動の結果獲得した資金は、1,204百万円（前連結会計年度は投資活動

の結果使用した資金として296百万円）となりました。これは主に、有形固定資産の売却による収入581百万円、保険積

立金の解約による収入441百万円、事業譲渡による収入313百万円等の収入要因があったことによるものです。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、財務活動の結果使用した資金は、312百万円（前連結会計年度は財務活動の

使用した資金として234百万円）となりました。これは主に、長期借入による収入650百万円等の収入要因があったも

のの、長期借入金の返済による支出783百万円等の支出要因があったことによるものです。 

(6)経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づく最善の経営方針を立案するよう努めており

ますが、ここ数年のビジネス環境の変化を鑑みると、当社グループを取り巻く電気・電子業界におきましても、一昨年

秋以降の金融危機に端を発した世界的不況から脱出しつつあるという見方がある半面、特に中国の景気刺激策に依存

した景気回復の持続可能性について不確実な見方もあります。

　当社グループは、「不確実な事業環境にも十分耐え得る企業体質」を作るべく、2009年12月2日に公表いたしまし

た「事業再編計画（概要）」に基づき、2010年度は、活動をおこなってまいります。

(7)事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び解消、改善する対応策　

  当社グループは、「第２ 事業の状況 ４．事業等のリスク」に記載の通り、前連結会計年度に営業損失、経常

損失、当期純損失を計上したことに続き、当連結会計年度においても営業損失、経常損失、当期純損失を計上してお

ります。当該事象により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象または状況が生じておりま

す。

  当社グループは当該事象を解消すべく、下記の対応策を進めております。

①液晶バックライト用冷陰極管の急激な受注減に伴う当該電子部品事業からの撤退及び液晶バックライト用

冷　陰極管部品の製造子会社の解散等により、資金の安定化を図っております。

②事業所等の統廃合により、設備の効率化を図り資金の安定化を図っております。

　以上の諸施策を含めた見直し後の資金繰り計画におきましては、今後安定した状況を保てる見通しであることか

ら、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、研究開発型企業として日進月歩の技術革新及びシェア獲得をめぐる企業

間競争に対応すべく、高付加価値製品を生み出す研究開発に重点を置き、「オンリーワン製品」の信頼性向上のため

の投資を行っております。

　当連結会計年度は、68,090千円の設備投資を実施しました。

　（電子部品事業）

　　内田工業㈱におけるＣＲＴ製造設備を中心に12,621千円。　　　

　（プローブカード事業）

　　㈱北光電子工業及びTOKYO CATHODE LABORATORY(GUANGZHOU)CO.,LTD.におけるプローブカード製造設備を中心に　　

　    52,936千円。　　

　（ＡＴＥ事業）

　　該当事項はありません。

　（ＯＶＩＳ事業）

　　該当事項はありません。

　なお、提出会社の全社的統括業務を行っておりました本社別館（所在地　東京都板橋区）を全社的な資源の見直しへ

の取組みと経営基盤の強化の推進および当社有利子負債の削減による財務体質の強化を図るため、2010年３月２日に

譲渡価格220百万円で売却いたしました。　

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

 平成22年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
(千円)

機械装置及
び運搬具
(千円)

土地
（千円）
(面積㎡)

リース資産
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社工場

(東京都板橋区)

プローブ

カード事業

ＩＣ、液晶用

プローブカード

生産設備

242,285 175
212,939

(445.24)
17,73712,656485,793

66

(1)

埼玉事業所

(埼玉県比企郡　

滑川町)

電子部品事業

バックライト用

部品

生産設備

92,77325,134
55,365

(2,587.19)
31,34015,479220,093

23

(2)

九州事業所

(熊本県阿蘇郡　

西原村)

プローブカー

ド事業

ＩＣ、液晶用

検査装置

生産設備

142,44928,494
119,019

(21,421.98)
51,71722,963364,644

33

(7)

関西営業所

(大阪市中央区)

電子部品・プ

ローブカード

事業

販売業務施設 54,1731,000
40,736

(61.32)
－ 1,39297,303

6

(3)
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 (2）国内子会社
 平成22年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
(千円)

機械装置及
び運搬具
(千円)

土地
（千円）
(面積㎡)

リース資産
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

㈱北光電子工業

本社工場

(北海道空知郡

上富良野町)

電子部品及

びプローブ

カード事業

ＩＣ、液晶

用検査基

板、バック

ライト用部

品組立設備

103,46743,945
83,857

(20,245.65)
－ 23,915255,185

111

 (6)

㈱ビーテック

ジャパン

埼玉工場

(埼玉県比企郡

滑川町)

プローブ

カード事業

ＩＣ、液晶

用プローブ

カード生産

設備

3,534

[376.3]
6,847

－

 (-)
－ 5,28815,670

12

 (2)

 (3）在外子会社
 平成22年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
(千円)

機械装置及
び運搬具
(千円)

土地
（千円）
(面積㎡)

リース資産
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

東京探針股?有

限公司

本社工場

(台湾新竹市)

プローブ

カード事業

ＩＣ、液晶

用プローブ

カード生産

設備

6,885

[1,204.5]

　　　　

33,893
38,424

(132.00)
 － 2,45181,654

30

 (2)

TOKYO CATHODE

LABORATORY

(SINGAPORE)

PTE LTD

本社工場

(シンガポール)

プローブ

カード事業

ＩＣ、液晶

用プローブ

カード生産

設備

10,104

[834.3]
62,023

－

 (-)
 － 6,50078,628

57

 (-)

TOKYO CATHODE

LABORATORY

(GUANGZHOU)

CO.,LTD.

本社工場

(中国広東省

 広州市)

プローブ

カード事業

ＩＣ、液晶

用プローブ

カード生産

設備

－

[5,216.5]
193,249

－

 (-)

　

 － － 193,249
136

 (53)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

　　　　　　なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．上記のほか、建物・機械装置を中心に、年間賃借及びリース料として208,234千円があります。

　　なお、賃借している建物の面積については、[　]で外書しております。

３．提出会社の埼玉事業所の建物の一部(14,662千円）は、㈱ビーテックジャパン（連結子会社）に貸与中であ

ります。

４．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書しております。

５．提出会社の本社別館は、2010年３月２日に売却いたしました。

６．提出会社の川越寮は、2010年３月26日に売却いたしました。 　

７．国内子会社の内田工業株式会社は、2010年３月29日開催の臨時株主総会において、同日をもって同社の解散

を決議し、2010年６月30日に清算決了予定です。

８．内田工業株式会社の本社工場は2010年３月19日に売却いたしました。

９．内田工業株式会社の上富良野工場は2010年３月８日に売却いたしました。　

３【設備の新設、除却等の計画】

  該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,789,800

計 15,789,800

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年６月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,767,268 5,767,268
大阪証券取引所

（JASDAQ市場）　
単元株式数100株

計 5,767,268 5,767,268 － －

（注）事業年度末現在の上場金融商品取引所は、ジャスダック証券取引所であります。

      なお、ジャスダック証券取引所は、平成22年４月１日付で大阪証券取引所と合併し

      ておりますので、同日以降の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所であります。

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　　　　　平成20年６月25日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） 1,240 1,225

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数

（株）
124,000 122,500

新株予約権の行使時の払込金額

（円）
574 同左

新株予約権の行使期間
自　平成22年８月１日

至　平成26年７月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額（円）

 発行価格 574

 資本組入額 287
同左

新株予約権の行使の条件 ①　権利行使時において当社または当

社子会社の取締役、監査役、執行役員

または従業員のいずれかの地位を有

していることを要する。ただし、任期

満了による退任、定年または会社都

合による退職、その他取締役会が正

当な理由があると認めた場合はこの

限りではない。

②　新株予約権の相続はこれを認めな

い。

③　各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。

④　その他の条件については、取締役会

決議に基づき、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによる。

同左
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事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。 同左

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項

    当社が、合併（当社が合併により

消滅する場合に限る。）、吸収分割若

しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、または

株式交換若しくは株式移転（それぞ

れ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下「組織

再編行為」という。）をする場合に

おいて、組織再編行為の効力発生日

（吸収合併につき吸収合併がその効

力を生ずる日、新設合併につき新設

合併設立株式会社の成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生

ずる日、新設分割につき新設分割設

立株式会社の成立の日、株式交換に

つき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設

立完全親会社の成立の日をいう。以

下同じ。）の直前において残存する

新株予約権（以下「残存新株予約

権」という。）を保有する新株予約

権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイか

らホまでに掲げる株式会社（以下

「再編対象会社」という。）の新株

予約権をそれぞれ交付することとす

る。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株

予約権を新たに発行するものとす

る。但し、以下の各号に沿って再編対

象会社の新株予約権を交付する旨

を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換

契約または株式移転計画において定

めることを条件とする。

同左 

    ①　交付する再編対象会社の新株予約

権の数

　新株予約権者が保有する残存新株

予約権の数と同一の数をそれぞれ交

付する。

②　新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。
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事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

  

 

 

③　新株予約権の目的である再編対象

会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案のう

え、次の算式により調整されるもの

とする。調整の結果生じる１株未満

の端数については、これを切り捨て

るものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株

式数 × 分割または併合の比率

④　新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に

際して出資される財産の価額は、新

株予約権の行使により交付を受ける

ことができる株式１株当たりの払込

金額を調整した額に、上記③に従っ

て決定される当該各新株予約権の目

的である再編対象会社の株式の数を

乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができ

る期間

　平成22年８月１日または組織再編

行為の効力発生日のうちいずれか遅

い日から、平成26年７月31日までと

する。

⑥　新株予約権の行使により株式を発

行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

　一　新株予約権の行使により株式を

発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限

度額の２分の１の金額とし、計算の

結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げる。

　二　新株予約権の行使により株式を

発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記一記載の資本金

等増加限度額から一に定める増加す

る資本金の額を減じた額とする。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制

限

　譲渡による新株予約権の取得につ

いては、再編対象会社の取締役会の

承認を要する。
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事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

    ⑧　新株予約権の取得の事由及び条件

　一　当社が消滅会社となる合併契約

書承認の議案が当社株主総会で承認

された場合、または、当社が完全子会

社となる株式交換契約書承認の議案

若しくは株式移転計画書承認の議案

につき当社株主総会で承認された場

合は、取締役会が別途定める日に、当

社は、新株予約権を無償で取得する

ことができる。

　二　当社は、新株予約権者が新株予

約権の行使の条件に該当しなくなっ

たことにより権利を行使できなく

なった場合または権利を放棄した場

合は、新株予約権を無償で取得する

ことができる。

　　三　当社は、いつでも、当社が取得し

保有する新株予約権を無償にて消却

することができるものとする。

 

　

  　 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　      平成22年２月１日以降に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

 　　　　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

 平成17年４月１日～

 平成18年３月31日（注）
134,6475,460,621112,5642,097,106112,4302,758,215

 平成18年４月１日～

 平成19年３月31日（注）
306,6475,767,268225,9982,323,105225,9982,984,214

（注）転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の行使によるものであります。
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（６）【所有者別状況】

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満
株式の状
況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人その
他

計
個人以外 個人

株主数　　　（人） － 7 18 32 8 5 3,6393,709 －

所有株式数　　（単

元）
－ 6,2321,162 362 662 12 49,22657,6561,668

所有株式数の割合

（％）
－ 10.81 2.02 0.63 1.15 0.02 85.38 100 －

（注）１．自己株式63,806株は「個人その他」に638単元及び「単元未満株式の状況」に６株を含め記載しております。

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、10単元含まれております。

 

（７）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大久保　利次郎 東京都杉並区 453 7.86

大久保　國子 東京都杉並区 281 4.88

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７－１ 210 3.64

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13－１ 200 3.47

大久保　尚武 東京都世田谷区 190 3.29

大久保　芳枝 東京都杉並区 156 2.72

大久保　有希 東京都杉並区 109 1.89

藤代　弘  千葉県浦安市 100 1.73

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２－10 86 1.50

山田　忠雄 兵庫県宝塚市 76 1.32

計 － 1,865 32.35
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在
区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内　　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

63,800
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

5,701,800

 

57,018
－

単元未満株式
普通株式

1,668
－ －

発行済株式総数 5,767,268 － －

総株主の議決権 － 57,018 －

　　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数(株)

他人名義所有株
式数(株)

所有株式数の合
計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社東京カ

ソード研究所

東京都板橋区板橋

１－10－14
63,800 　－ 63,800 1.11

計 － 63,800 　－ 63,800 1.11
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する方法によ

るものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

（平成20年６月25日定時株主総会決議）

　会社法に基づき、平成20年６月25日第55回定時株主総会終結の時に在任する当社取締役、当社監査役及び同日現在在

籍する当社使用人に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成20年６月25日の定時株主総会

において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成20年６月25日

付与対象者の区分及び人数（名）

取締役　　4

監査役　　3

使用人　247

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）

取締役に対し4,000、監査役に対し3,000、使用人に対

し126,000、

合計133,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）
「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

(注)

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込

金額
＝ 調整前払込金額 ×

１

分割・併合の比率

　また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × １株当たり時価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

２【自己株式の取得等の状況】
 
【株式の種類等】　 該当事項はありません。 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　　　　 該当事項はありません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行つた取得自己株式 - - - -

消却の処分を行つた取得自己株式 - - - -

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
- - - -

そ　の　他

（－）
- - - -

保有自己株式数 63,806 - 63,806 -

 

３【配当政策】

　当社は、利益還元を経営の重要課題の一つとして認識し、安定配当を基本とした経営基盤を確立するとともに、業績

に即して、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、業績悪化に伴い、中間配当・期末配当ともに行わないことといたしました。

　内部留保金につきましては、中長期的視野に立ち、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコス

ト競争力を高め、市場ニーズに応える新技術・新製品開発体制を強化し、グローバル戦略の展開を図るために有効投

資してまいりたいと考えております。

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規程により、「取締役会の決議により、毎年9

月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第　53　期 第　54　期 第　55　期 第　56　期 第　57　期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 2,200 2,085 1,289 696 335

最低（円） 1,186 1,035 511 117 89

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11　月 12　月 平成22年１月 ２　月 ３　月

最高（円）    197 140 215 319 328 228

最低（円） 127 89 93 123 190 192

 　(注)　 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長

プローブ

カード事業

部長

大久保　尚武 昭和46年４月10日生

平成７年４月 富士通ゼネラル㈱入社

平成８年４月 当社入社

平成11年４月㈱ビーテックジャパン

代表取締役社長

平成13年４月当社理事営業本部海外営業部部長

兼東京探針股?有限公司

代表取締役社長（現任）

平成14年４月当社理事プローブカード事業部長

平成15年６月当社取締役プローブカード事業部長

平成17年４月当社専務取締役

プローブカード事業部長

平成18年10月  当社代表取締役専務取締役

平成19年４月  当社代表取締役社長(現任)

(注)４ 190

取締役  大久保　利次郎 昭和21年10月21日生

昭和45年４月日本計算器㈱入社

昭和47年７月当社入社

昭和47年９月当社取締役

昭和50年５月当社代表取締役専務

昭和59年３月㈱北光電子工業

代表取締役社長（現任）

平成６年３月 当社代表取締役社長

平成11年６月内田工業㈱代表取締役会長

平成19年４月 当社代表取締役会長 

平成22年６月 当社取締役（現任） 

(注)４ 453

専務取締役

　
　 山中　英嗣　 昭和48年２月17日生　

平成10年４月　 日本高速通信㈱（現KDDI㈱）入社　

平成11年４月英国国立ロンドン大学経営大学院新規

事業開発担当コンサルタント　

平成13年３月グローバルタスクフォース㈱設立

代表取締役社長（現任）

平成20年６月　 当社取締役就任

平成21年６月　 当社取締役辞任

平成22年６月　 当社専務取締役（現任）　

(注)５

　
－

取締役　

プローブ

カード副事

業部長

能田　正行　 昭和24年４月13日生　

平成４年５月　 ㈱フォトンダイナミックス入社　

平成12年11月同社取締役副社長　

平成15年11月同社代表取締役社長　

平成21年６月　 当社入社　

　 当社ＯＶＩＳ事業部執行役員

平成22年２月　 当社プローブカード事業部執行役員　

平成22年６月　 当社取締役（現任）　

(注)５

　
－

取締役　 　 青井　倫一　 昭和22年２月16日生　

昭和51年４月　 慶応義塾大学ビジネス・スクール助手

　

昭和55年４月同大学大学院経営管理研究科助教授　

平成２年４月 同研究科教授　

平成13年10月　 同研究科委員長兼ビジネス・スクール

校長　　

平成17年10月同研究科教授（現任）　

平成22年６月　 当社取締役（現任）　

(注)５

　
－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役  後藤　人三 昭和11年７月６日生

昭和35年４月野村證券㈱入社

昭和60年12月日本合同ファイナンス㈱取締役

昭和61年12月国際証券㈱取締役

平成５年６月 同社取締役副社長

平成10年６月国際投信投資顧問㈱取締役社長

平成14年６月当社顧問

平成16年６月当社常勤監査役（現任）

(注)６ 3

監査役  臼田　浩義 昭和15年８月10日生

昭和62年１月イノテック㈱代表取締役専務

平成６年12月当社監査役（現任）

平成８年11月イノマイクロ㈱取締役会長

(注)６ 2

監査役  福村　久夫 昭和10年11月21日生
平成５年７月 雪谷税務署長

平成６年12月当社監査役（現任）
(注)６ －

    計  648

　（注）１．代表取締役社長大久保尚武は取締役大久保利次郎の長男であります。

　      ２．取締役　青井倫一は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　　　　３．監査役　後藤人三、臼田浩義及び福村久夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　　４．平成21年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

　　　　５．平成22年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間　

　　　　６．平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制（提出日現在）

企業統治の体制の概要

　当社は透明で公正な企業統治（コーポレート・ガバナンス）体制の構築及び継続的な運用と、積極的な企業情報の開

示によるステークホルダーへの公平な情報の共有が企業経営における重要課題の一つであると認識しております。

このため、当社は監査役会制度採用会社として社内管理体制の確立と運用を推進し、経営における監視システムの構築を

図っております。

会社の機関である取締役会は、代表取締役１名を含む取締役５名（うち社外取締役１名）で構成され、原則毎月１回定

時取締役会を、また必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営の基本方針、法令で定められた事項、経営に関する重要事

項などについて意思決定を行うとともに、取締役の職務の執行を監督しております。

また、当社は意思決定の迅速化、経営と執行の責任の明確化、監査機能の強化を目的として平成18年４月１日より執行役

員制度を導入いたしました。

業務執行における会社の機関については、経営者会議があります。

これは、取締役、常勤監査役、執行役員のほか主要業務管掌部長数名により構成され、毎月１回の会議において業務の執行

状況、計画目標に対する進捗状況の確認、取締役会から委託された重要事項の調査等を行い、業務執行の迅速化を図って

おります。

社外役員につきましては、経営全般に関する中立な助言を得るため、社外取締役を１名選任しております。

監査役につきましては、監査役会を組織し監査機能の充実と効率化を構築しており、さらにこれを補助するため監査役室

に社員を配置しております。また透明性の確保を図ることを目的として監査役３名全員を社外役員に選任しております。

企業統治の体制を採用する理由

　当社が企業統治の体制を維持するにあたり、事業環境の変化に呼応する迅速な経営計画と、これを達成するための連携

を強化した組織、そして内外の中立的意見から公平公正に内部牽制を持たせた監査機能、これら全てにおいてバランス

のある維持運営を行うことが、現在の体制を採用する理由であります。

その他の企業統治に関する事項

内部統制システムの整備状況については、平成18年５月18日の取締役会においてその基本方針を決議し、平成20年３月

17日の取締役会において一部改訂するなど、常に業務の適正を確保するための体制作りと、管理体制のより一層の整備

を図ることとしております。

会社情報の適時開示やＩＲ活動の情報発信におけるコーポレート・ガバナンス体制については、証券取引所の諸規則を

遵守するだけでなく当社独自の規程を設けており、内部統制システムの強化及び実効性の確保を図っております。

内部牽制機能の一つとして内部通報制度を運用しております。通報を行った者に対する不利益な取扱いの排除や社内・

社外通報ルートの確立、取引先からの通報窓口の設置など、通報者への心理的負担を軽減し、通報制度の運用促進を図っ

ております。

当社はリスクの未然防止と発生後の速やかな対応に向けて、リスク管理体制の整備に取り組んでおります。その一環と

して、当社では、法令順守に関して基本事項をまとめた「企業行動憲章」を制定するとともに、役員、社員の研修を通じ

てその遵守を図っており、個人情報に関しては、「個人情報保護方針」を制定し、機密情報の保護と管理・保全の充実に

努めております。

責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役または監査役（取締役または監査役であっ

た者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定め

ております。

これは、取締役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備するこ

とを目的とするものであります。

また当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役または社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害

賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。

当該契約に基づく責任の限度額は、500万円以上であらかじめ定めた金額または法令が規定する額のいずれか高い額と

しております。

なお、当該責任権限が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善

意でかつ重大な過失がないときに限られます。

特別取締役による取締役の決議制度

該当事項はありません。

②内部監査及び監査役監査の状況（提出日現在）

内部監査及び監査役（監査委員会）監査の組織、人員（財務及び会計に関する相当程度の知見を有する監査役または監

査委員が含まれる場合には、その内容を含む）及び手続

当社の内部監査及び監査役監査の組織は、次のとおりであります。

内部監査は社長直轄の内部監査室１名がこれに当たっております。内部監査室は社長指示により毎期の計画監査に基づ
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いて各事業部及び国内外の事業所に赴き、業務全般の内部監査を実行しております。また内部監査室は監査役会と定期

的に会合を持ち、監査実施状況などの意見交換や情報の共有を通じて内部牽制機能の充実に努めております。

監査役の組織は監査役会を中心にした監査役制度を採用しております。監査役会は、常勤１名、非常勤２名の計３名で構

成され、いずれも社外監査役が執行しております。定例的に監査役会を開催するほか、取締役会のみならず経営者会議等

の重要な会議に出席し、経営トップと積極的な意見交換を実行するとともに、会社の業務及び財産の状況調査を通して

取締役の業務執行の監査を行っております。

監査役３名のうち臼田浩義については、主計部門を所管する役員を歴任しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。また福村久夫については、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。　

内部監査、監査役（監査委員会）監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係

内部監査室、監査役会及び会計監査人は各々の立場から計画的に監査を行うとともに定期的に会合を開催し、三者連携

による監査機能の充実と強化に努めております。

内部統制部門１名は内部監査室と連携し、業務活動の合理性、効率性、適正性を諸規定に準拠して評価を行い、さらに会

計監査人と定期的に情報交換を行い内部統制体制の継続的な整備と業務プロセスの改革について一層の効率化を推進

しております。

③社外取締役及び社外監査役（提出日現在）

社外取締役及び社外監査役の員数

当社の社外取締役は１名（青井倫一）であります。

当社の社外監査役は３名（後藤人三、臼田浩義、福村久夫）であります。

社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的・資本的・取引関係その他の利害関係

　 社外取締役 社外監査役 社外監査役 社外監査役

　 青井倫一 後藤人三 臼田浩義 福村久夫

人的関係 ありません。 ありません。 ありません。 ありません。

資本的関係 ありません。 ありません。 ありません。 ありません。

取引関係その他 ありません。 ありません。 ありません。 ありません。

所有する当社株式 0株 3,000株 2,200株 0株

その他の関係
独立役員でありま

す。

独立役員でありま

す。

独立役員でありま

す。

独立役員でありま

す。

社外取締役及び社外監査役を選任している場合

社外取締役及び社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割（社外取締役または社外監査役の提出会社からの独

立性に関する考え方を含む）

当社は、社外取締役及び社外監査役のコーポレート・ガバナンスにおいて果たす機能及び役割が経営管理体制の中立性

・公平性を維持し、企業価値を高めるものと認識しております。なぜならば、利益相反のない者による経営の参画は、第

三者的立場から公正な立場で状況を的確に判断することが可能であり、また、当社が求める社外役員の独立性、すなわち

牽制機能の強化と企業倫理の確立に基づく経営体制の構築と継続的な運用に欠かせない要素を持つからであります。

社外取締役及び社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

当社の社外取締役である青井倫一は、一般企業において会社経営に関与した経験はないものの、大学院経営管理研究科

教授として長年研究に打ち込まれ、また大学院併設ビジネススクールの校長を務められるなど、経営に関して卓越した

学識をお持ちであり、社外取締役として職務を適切に遂行することができるものと考えております。また一般株主と利

益相反が生じるおそれのない社外取締役のため、独立役員として届け出ております。

さらに当社買収防衛策における独立委員会委員の就任に対しても前向きに承認いただいております。

当社の社外監査役である後藤人三は、一般株主と利益相反が生じるおそれのない社外監査役であります。

また証券業界の代表職を歴任しており、幅広い知識と経験から経営陣の業務執行を監査するとともに当社の重要な会議

に出席し中立な立場で助言や調査等を行い、職務を適切に遂行していただいております。

当社の社外監査役である臼田浩義は、一般株主と利益相反が生じるおそれのない社外監査役であります。

また主計部門を歴任した立場と経営者としての多岐にわたる経験から当社グループの財務及び会計に客観的で的確な

監査を行い、職務を適切に遂行していただいております。

当社の社外監査役である福村久夫は、一般株主と利益相反が生じるおそれのない社外監査役であります。

また税理士としての豊富な専門知識と経験をお持ちであり、客観的かつ公平な立場に立った監査を行い、職務を適切に

遂行していただいております。

社外取締役及び社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役（監査委員会）監査及び会計監査との相互連携並び

に内部統制部門との関係

社外取締役及び社外監査役はそれぞれの立場と経験を生かして職務を遂行するとともに、定期的に会合を開催し、役員

の職務執行及び牽制状況を監督しております。

また、社外監査役は会計監査に定期的に立会い、業務執行を監督し、三者による監査機能の牽制と連携を深めておりま

す。
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内部統制部門１名は内部監査室と連携し、業務活動の合理性、効率性、適正性を諸規定に準拠して評価を行い、さらに会

計監査人と定期的に情報交換を行い内部統制体制の継続的な整備と業務プロセスの改革について一層の効率化を推進

しております。

④役員報酬等

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分 報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員

の員数

（名）

基本報酬 ストックオプショ

ン

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
63,077 63,077 － － － 4

監査役

（社外監査役を除く）
－ － － － － 0

社外役員 14,800 14,800 － － － 4

　

ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

該当事項はありません。

ハ　使用人兼務役員の使用人の給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

ニ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社における役員の報酬等の額を決定する方針については、各役員の業務内容、業績評価、会社業績等を総合的に考慮し

適正に反映させております。

また、その決定方法は取締役会の決議によっております。

⑤株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 10銘柄

貸借対照表計上額の合計額 159,494千円

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

銘柄
株式数

（株）

貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

KOREA INSTRUMENT CO., LTD.12,937 58,515企業間取引の強化及び円滑化

3B SYSTEM, INC. 56,730 25,152企業間取引の強化及び円滑化

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 51,000 24,990企業間取引の強化及び円滑化

㈱オー.エヌ.シー 440 22,000企業間取引の強化及び円滑化

日本電気㈱ 46,644 13,106企業間取引の強化及び円滑化

㈱プロブエース 200 10,000企業間取引の強化及び円滑化

3S Silicon Tech 105,000 5,230企業間取引の強化及び円滑化

日本電産コパル電子㈱ 400 284企業間取引の強化及び円滑化

㈱札幌北洋ホールディングス 500 213企業間取引の強化及び円滑化

㈱Ｊ－リザーブ 100,000 －企業間取引の強化及び円滑化
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ハ　保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに当事業

年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

貸借対照表計上額の

合計額

貸借対照表計上額の

合計額

受取配当金の合計

額

売却損益の合計額 評価損益の合計額

非上場株式 － － － － －

上記以外の株式 － 12,131 503 2,556 △1,511

（注）非上場株式については、該当する投資株式はありません。

ニ　保有目的を変更した投資株式

該当事項はありません。

⑥会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士肥沼栄三郎氏、同野中信男

氏であり、定期的な監査により法令に基づく会計監査の報告を受けているほか、会計上の問題については随時確認を行

い、会計処理の適正化に努めております。

監査業務の補助者は、同事務所所属の公認会計士６名及びその他１名であり、意見表明に関する審査は、公認会計士桜友

共同事務所に常置されている審査委員会において、本有価証券報告書の監査業務に従事していない委員により実施され

ております。

⑦定款における定めの概要

当社は、会社法第165条第２項の規定により、機動的な資本政策を遂行できるように取締役会の決議によって市場取引等

により自己株式を取得することができる旨定款に定めております。

会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会において特別決議の定足数を

緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。　

当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の過半数をもって行う旨、また累積投票によらない旨定款に定めております。

当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、毎年９月30日を基準日として取締役会の決議によって中間配当をするこ

とができる旨、定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能とすることを目的とするものでありま

す。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 33,000 － 29,700 －

連結子会社 － － － －

計 33,000 － 29,700 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。 

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。 

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社は、財務報告の信頼性を高め、監査業務の品質を確保するため、会社の業務内容等における特性、必要監査日

数等を勘案して、監査役会の承認のもと、適切な監査報酬を決定することを方針としております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３

月31日まで）及び前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表について公認会計士桜

友共同事務所所属の公認会計士西山隆司氏及び井口勝氏により監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１

項の規定に基づき、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年

度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表について、公認会計士桜友共同事務所所属の公認会

計士肥沼栄三郎氏及び同野中信男氏により監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次の通り交代しております。

前連結会計年度及び前事業年度　　　　公認会計士　　西山　隆司　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士　　井口　勝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当連結会計年度及び当事業年度　　　　公認会計士　　肥沼　栄三郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士　　野中　信男

臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

　 (1)異動に係る公認会計士等の名称

　　①選任する会計監査人の名称

　　　　公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士　肥沼　栄三郎　

　　公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士　野中　信男　

②退任する会計監査人の名称

　　公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士　西山　隆司　

   (2)異動の年月日

　　　平成21年６月24日（第56期定時株主総会開催予定日） 

   (3)退任する会計監査人の直近における就任年月日　

　　　平成５年６月30日 

   (4)退任する会計監査人が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　　　該当事項はありません。　

   (5)異動の決定又は異動に至った理由および経緯

　当社の会計監査人は、公認会計士桜友共同事務所の公認会計士２名、すなわち、西山隆司氏および井口勝氏であります

が、このうち、西山隆司氏は、本年６月開催予定の第56期定時株主総会終結の時をもって任期満了となるため、会計監査

人に求められているローテーション・ルール（公認会計士法第24条の３及び公認会計士桜友共同事務所の品質管理規

程に基づくもの。）にしたがい、退任する旨の申出がなされましたので、当社はこれを受理することといたしました。　

　なお、後任として、公認会計士桜友共同事務所の公認会計士肥沼栄三郎氏、公認会計士野中信男氏を選任することとし

ております。

   (6)上記(5)理由および経緯に関する退任会計監査人の意見

  特段の意見はない旨の回答を得ております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みとして、会計基準等の内容を適切に把握するた

め、ＩＲ支援会社が開催する実務教育セミナーや勉強会等への参加及び開示資料作成のための実務支援ツールの導

入、内部統制部門と連携した機動的な社内体制の構築と整備、公益財団法人財務会計基準機構への加入による国際

的な会計基準整備のための準備対応や情報等の収集等を行っております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,717,118 2,243,961

受取手形及び売掛金 2,474,227 1,544,863

有価証券 10,591 10,605

商品及び製品 877,057 189,200

仕掛品 776,893 30,759

原材料及び貯蔵品 1,040,519 493,284

繰延税金資産 6,741 22,141

未収入金 609,169 934,905

その他 279,904 118,385

貸倒引当金 △14,462 △25,245

流動資産合計 7,777,760 5,562,861

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,015,995 1,973,124

減価償却累計額 △1,736,515 △1,317,451

建物及び構築物（純額） ※2
 1,279,479

※2
 655,673

機械装置及び運搬具 2,686,793 1,551,978

減価償却累計額 △1,988,977 △1,186,948

機械装置及び運搬具（純額） 697,816 365,029

工具、器具及び備品 1,518,428 829,042

減価償却累計額 △1,299,076 △747,310

工具、器具及び備品（純額） 219,351 81,731

土地 ※2
 1,083,347

※2
 550,342

リース資産 139,666 139,666

減価償却累計額 △14,434 △38,872

リース資産（純額） 125,232 100,794

建設仮勘定 39,508 －

有形固定資産合計 3,444,736 1,753,572

無形固定資産

のれん 22,253 －

特許権 5,000 －

電話加入権 6,646 6,184

その他 5,063 2,790

無形固定資産合計 38,963 8,975

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 574,483

※1
 286,405

会員権 32,562 22,858

長期前払費用 54,044 26,493

繰延税金資産 21,209 36,398

その他 ※1
 742,136

※1
 350,907

貸倒引当金 △68,752 △72,985

投資その他の資産合計 1,355,684 650,078

固定資産合計 4,839,384 2,412,626

資産合計 12,617,145 7,975,487
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,703,289 684,995

短期借入金 ※2, ※3
 3,047,040

※2
 2,855,727

未払金 268,849 175,154

未払費用 99,158 35,749

リース債務 23,944 29,226

未払法人税等 20,914 78,694

繰延税金負債 4,682 －

賞与引当金 － 37,857

その他 79,799 73,910

流動負債合計 5,247,678 3,971,314

固定負債

長期借入金 ※2, ※3
 833,250

※2, ※3
 712,230

リース債務 101,920 85,925

繰延税金負債 59,668 24,631

退職給付引当金 563,398 551,407

負ののれん 66,598 33,566

その他 14,459 14,944

固定負債合計 1,639,295 1,422,704

負債合計 6,886,973 5,394,019

純資産の部

株主資本

資本金 2,323,105 2,323,105

資本剰余金 2,984,214 2,984,214

利益剰余金 601,411 △2,553,062

自己株式 △72,532 △72,532

株主資本合計 5,836,198 2,681,724

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3,463 △7,477

為替換算調整勘定 △106,630 △102,514

評価・換算差額等合計 △110,094 △109,992

新株予約権 4,067 9,736

純資産合計 5,730,171 2,581,468

負債純資産合計 12,617,145 7,975,487
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 11,672,291 6,204,157

売上原価 ※6
 9,534,217

※6
 5,276,924

売上総利益 2,138,074 927,232

販売費及び一般管理費 ※1, ※5
 3,619,997

※1, ※5
 2,130,180

営業損失（△） △1,481,923 △1,202,947

営業外収益

受取利息 4,152 2,185

受取配当金 5,492 2,164

受取手数料 32,035 －

受取家賃 990 1,385

受取保険金 10,000 1,466

補助金収入 5,822 48,563

負ののれん償却額 3,488 32,154

為替差益 － 17,539

機械賃貸料 4,822 54

その他 43,589 48,076

営業外収益合計 110,393 153,589

営業外費用

支払利息 52,556 89,350

為替差損 100,253 －

シンジケートローン手数料 12,959 3,390

持分法による投資損失 18,001 2,724

その他 12,648 19,096

営業外費用合計 196,419 114,562

経常損失（△） △1,567,949 △1,163,920

特別利益

固定資産売却益 ※2
 443

※2
 148,894

投資有価証券売却益 1,925 25,167

事業譲渡益 － 300,000

保険解約返戻金 19,563 105,555

その他 500 －

特別利益合計 22,432 579,617

特別損失

固定資産売却損 － ※3
 142,408

固定資産除却損 ※4
 287,248

※4
 16,527

投資有価証券評価損 44,346 236,853

関係会社株式評価損 32,601 －

減損損失 － ※7
 861,646

特別退職金 － 338,125

たな卸資産評価損 － 762,683

たな卸資産処分損 4,684 51,986

その他 67,853 150,587

特別損失合計 436,735 2,560,819

税金等調整前当期純損失（△） △1,982,251 △3,145,121

法人税、住民税及び事業税 24,732 80,111

法人税等調整額 667,251 △70,758

法人税等合計 691,984 9,352

当期純損失（△） △2,674,236 △3,154,474
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,323,105 2,323,105

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,323,105 2,323,105

資本剰余金

前期末残高 2,984,214 2,984,214

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,984,214 2,984,214

利益剰余金

前期末残高 3,389,717 601,411

当期変動額

剰余金の配当 △114,069 －

当期純損失（△） △2,674,236 △3,154,474

当期変動額合計 △2,788,305 △3,154,474

当期末残高 601,411 △2,553,062

自己株式

前期末残高 △72,532 △72,532

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △72,532 △72,532

株主資本合計

前期末残高 8,624,504 5,836,198

当期変動額

剰余金の配当 △114,069 －

当期純損失（△） △2,674,236 △3,154,474

当期変動額合計 △2,788,305 △3,154,474

当期末残高 5,836,198 2,681,724
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 29,834 △3,463

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△33,298 △4,014

当期変動額合計 △33,298 △4,014

当期末残高 △3,463 △7,477

為替換算調整勘定

前期末残高 34,656 △106,630

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△141,287 4,116

当期変動額合計 △141,287 4,116

当期末残高 △106,630 △102,514

評価・換算差額等合計

前期末残高 64,491 △110,094

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△174,585 102

当期変動額合計 △174,585 102

当期末残高 △110,094 △109,992

新株予約権

前期末残高 － 4,067

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,067 5,668

当期変動額合計 4,067 5,668

当期末残高 4,067 9,736

純資産合計

前期末残高 8,688,995 5,730,171

当期変動額

剰余金の配当 △114,069 －

当期純損失（△） △2,674,236 △3,154,474

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △170,518 5,771

当期変動額合計 △2,958,824 △3,148,703

当期末残高 5,730,171 2,581,468
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △1,982,251 △3,145,121

減価償却費 577,059 335,470

減損損失 － 861,646

貸倒引当金の増減額（△は減少） 59,281 14,974

受取利息及び受取配当金 △9,645 △4,350

支払利息 52,556 89,350

持分法による投資損益（△は益） 18,001 2,724

有形固定資産売却損益（△は益） 14,866 △6,486

売上債権の増減額（△は増加） 4,007,488 936,958

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,874 885,774

仕入債務の増減額（△は減少） △1,818,292 △1,115,653

投資有価証券売却損益（△は益） △1,925 △24,357

賞与引当金の増減額（△は減少） △209,244 37,857

退職給付引当金の増減額（△は減少） 30,266 △11,990

投資有価証券評価損益（△は益） 44,346 236,853

関係会社株式評価損 32,601 －

固定資産除却損 287,248 16,527

たな卸資産評価損 － 762,683

たな卸資産処分損 4,684 51,986

事業譲渡損益（△は益） － △300,000

未収入金の増減額（△は増加） △251,974 △38,379

その他の流動資産の増減額（△は増加） 105,748 162,301

その他の流動負債の増減額（△は減少） △20,028 △69,528

その他の固定資産の増減額（△は増加） 27,251 －

その他 156,896 △170,250

小計 1,122,062 △491,007

利息及び配当金の受取額 13,281 9,852

利息の支払額 △52,645 △89,863

法人税等の支払額 △361,839 △22,697

営業活動によるキャッシュ・フロー 720,859 △593,716
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △233,693 △68,090

有形固定資産の売却による収入 21,167 581,477

投資有価証券の取得による支出 △45,352 △1,200

投資有価証券の売却による収入 4,303 67,800

定期預金の預入による支出 △24,054 △224,020

定期預金の払戻による収入 12,013 6,316

事業譲渡による収入 － 313,779

保険積立金の解約による収入 － 441,955

無形固定資産の取得による支出 △418 －

その他投資による支出 △30,026 －

その他 － 86,773

投資活動によるキャッシュ・フロー △296,062 1,204,792

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 190,000 △179,253

長期借入れによる収入 750,000 650,000

長期借入金の返済による支出 △532,740 △783,080

社債の償還による支出 △528,000 －

配当金の支払額 △114,069 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △234,809 △312,333

現金及び現金同等物に係る換算差額 △84,811 10,409

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 105,176 309,152

現金及び現金同等物の期首残高 1,590,084 ※
 1,695,260

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 1,695,260

※
 2,004,413
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項　　目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　７社

主要な連結子会社名

内田工業㈱

㈱ビーテックジャパン

㈱北光電子工業

東京探針股?有限公司

TOKYO CATHODE LABORATORY (SINGAPORE)

PTE LTD

TOKYO CATHODE LABORATORY(H.K.)CO.,

LIMITED

TOKYO CATHODE LABORATORY (GUANGZHOU)

CO.,LTD.

(1）　　　　　　同左

 (2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

  TCL Technologies,Inc. 

(2）主要な非連結子会社の名称等　　　　　　　　

　　　

　　　　　　　　 同左

 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

　

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用の関連会社数　２社

会社名

 石家荘宝東電子有限公司

 MICRO HIGH TECH CO.,LTD.

(1）　　　　　　 同左

 (2）持分法を適用していない非連結子会社

（TCL Technologies,Inc.）及び関連会

社（CRATTO INC.）は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除外して

おります。 

(2）持分法を適用していない非連結子会社

　　　

　　　　　　　　 同左 

 (3）持分法の適用会社は、決算日が連結決

算日と異なっており、同社の事業年度に

係る財務諸表を使用しております。

(3）　　　　　　 同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち㈱ビーテックジャパン、

東京探針股?有限公司、TOKYO CATHODE

LABORATORY (SINGAPORE) PTE LTD、TOKYO

CATHODE LABORATORY (H.K.) CO.,LIMITED、

及びTOKYO CATHODE LABORATORY

(GUANGZHOU) CO., LTD.の決算日は、12月31

日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用しております。た

だし、１月１日から連結決算日３月31日ま

での期間に発生した重要な取引については

連結上必要な調整を行っております。

同左
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項　　目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

①　有価証券

その他有価証券

 時価のあるもの 時価のあるもの

 　決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法により算

定しております）

同左

 時価のないもの 時価のないもの

 　主として移動平均法による原

価法

同左 

 ②　たな卸資産 ②　たな卸資産

 　当社及び国内連結子会社は主として

月別総平均法による原価法及び個別法

による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）を採用しております。

　　　　　　同左

 （会計方針の変更） 　　

 　当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号　平成18年７月５日公表分）を

適用しております。

　これにより、営業損失、経常損失及び

税金等調整前当期純損失は、それぞれ

232,589千円増加しております。 

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

　　　─────────

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く） ①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は主として

定率法、在外連結子会社は所在地国の

会計基準の規定に基づく定額法によっ

ております。

　ただし、当社及び国内連結子会社につ

いては、平成10年4月1日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　　 5年～50年

機械装置及び運搬具　 2年～ 8年

　　　　　　同左
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項　　目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 （追加情報）

　当社及び国内連結子会社は、減価償却

資産の耐用年数等に関する平成20年度

税制改正を契機として、当連結会計年度

より、機械装置について、耐用年数の見

直しを行っております。

　これにより、当連結会計年度の営業損

失、経常損失及び税金等調整前当期純損

失は、それぞれ66,569千円増加しており

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

　

　　　─────────

 ②　無形固定資産（リース資産を除く） ②　無形固定資産（リース資産を除く）

 　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

同左

 ③　リース資産 ③　リース資産

 　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

　　　　　　同左

(3）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れの損失に備えるため、一

般債権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し回収不能見

込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金 ②　賞与引当金

 　当社及び国内連結子会社は、従業員の

賞与支払いに備えるため、支給見込額

のうち当連結会計年度負担額を計上し

ております。

同左
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項　　目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ③　退職給付引当金 ③退職給付引当金　

 　当社及び国内連結子会社並びに一部

国外連結子会社は従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞれ翌連結

会計年度から費用処理することとして

おります。

同左

 

　 　 （会計方針の変更）　

　当連結会計年度より、「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号　平成20年７月31

日）を適用しております。

　なお、これによる営業損失、経常損失及

び税金等調整前当期純損失に与える影響

はありません。　

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債並びに収益

及び費用は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定に含めて

おります。

　　　　　　　同左

　

EDINET提出書類

株式会社東京カソード研究所(E02014)

有価証券報告書

 50/113



項　　目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(5）重要なヘッジ会計の方

法

①　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、金利スワップについて特例処理

の条件を充たしている場合には特例処

理を採用しております。

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

 　当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の

とおりであります。

同左 

 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…長期借入金

 

 ③　ヘッジ方針 ③　ヘッジ方針

 　デリバティブ取引に関する権限規程

および取引限度額等を定めた内部規程

に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動

リスクを一定の範囲内でヘッジしてお

ります。

同左 

 ④　ヘッジ有効性評価の方法 ④　ヘッジ有効性評価の方法

 　ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率

によって有効性を評価しております。

　ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省

略しております。

同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理 　　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却については

５年間の定額法により償却を行っておりま

す。 

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いては僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３か月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 （リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用

し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。

当連結会計年度における損益に与える影響は軽微であり

ます。 

 

　　　　　　───────────── 

 （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い）

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修

正を行っております。

当連結会計年度における損益に与える影響は軽微であり

ます。

 　　　　　　　

 ───────────────
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 （連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規制

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」含まれる「商品

及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞ

れ1,114,189千円、480,581千円、1,139,597千円でありま

す。

 （連結貸借対照表）

　　　　　　　───────────── 

（連結損益計算書）

─────────────

 （連結損益計算書）

　　前連結会計年度まで特別損失の「その他」に含めて表示

しておりました「固定資産売却損」は、特別損失の総額

の100分の10を超えたため区分掲記しました。　

　　なお、前連結会計年度における「固定資産売却損」の金

額は15,310千円であります。　

 （連結キャッシュ・フロー計算書）

　　前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「有形固定資産除却損」と表示しておりました

が、当連結会計年度より連結損益計算書に合わせるため

に「固定資産除却損」と表示しております。

なお、前連結会計年度の「固定資産除却損」は全て

「有形固定資産除却損」であります。

また、当連結会計年度の「固定資産除却損」は「有形

固定資産除却損」102,791千円、「無形固定資産除却損」

184,457千円であります。　　　　　　  

 （連結キャッシュ・フロー計算書）

　　　　　　─────────────
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

※１．非連結子会社および関連会社に対するものは次のと

おりであります。

※１．非連結子会社および関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券（株式） 120,028千円

投資その他（出資金） 129,463 

投資有価証券（株式） 114,780千円

投資その他（出資金） 119,566 

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産

建物及び構築物 77,541千円

土地 83,856 

計 161,398 

定期預金　 24,975千円　

建物及び構築物 531,681　

土地 428,061 

計 984,718 

上記物件は、短期借入金（一年以内返済予定長期借

入金）12,900千円の担保に供しております。

上記物件は、短期借入金（一年以内返済予定長期借

入金）2,509,687千円、長期借入金403,970千円の担

保に供しております。

※３．財務制限条項

 　　 (1)平成19年１月26日締結のタームローン契約（平成

21年３月31日現在借入金残高625,000千円）には、下

記の財務制限条項が付されております。

①各年度の本・中間決算期の末日における連結及び

単体の貸借対照表の純資産の部の金額を、当該

本・中間決算期の直前の本・中間決算期の末日ま

たは、平成19年３月決算期末日における連結及び

単体の貸借対照表における純資産の部の金額のい

ずれか大きい方の80％以上に維持すること。

②各決算期末日における連結及び単体の損益計算書

における経常損益をそれぞれ二期連続で損失とし

ないこと。

(2)平成19年７月26日締結のリボルビング・クレ

ジット・ファシリティー契約（平成21年３月31日現

在借入金残高2,000,000千円）には、下記の財務制限

条項が付されております。

①各年度の本・中間決算期の末日における連結及び

単体の貸借対照表の純資産の部の合計金額を、平

成19年３月決算期末日における連結及び単体の貸

借対照表における純資産の部の金額の80％以上に

相当する金額、または直近の本・中間決算期の末

日における連結及び単体の貸借対照表に記載され

る純資産の部の合計金額の80％に相当する金額の

うち、いずれか大きい方の金額以上に維持するこ

と。

②各決算期末日における連結及び単体の損益計算書

における経常損益をそれぞれ二期連続で損失とし

ないこと。

※３．財務制限条項

 　　 （1）平成19年１月26日締結のタームローン契約（平

成22年３月31日現在借入金残高375,000千円）には、

下記の財務制限条項が付されております。

①各年度の本・中間決算期の末日における連結及び

単体の貸借対照表の純資産の部の金額を、当該

本・中間決算期の直前の本・中間決算期の末日ま

たは、平成19年３月決算期末日における連結及び

単体の貸借対照表における純資産の部の金額のい

ずれか大きい方の80％以上に維持すること。

②各決算期末日における連結及び単体の損益計算書

における経常損益をそれぞれ二期連続で損失とし

ないこと。

　　　（2）平成21年７月28日締結の借入契約（平成22年３月

31日現在借入残高577,300千円）には、下記の財務制

限条項が付されております。

　　　①純資産額が金3,753,600千円以下となること。

　　　②事前承諾なしに、第三者に対する金667,400千円を超

える貸付け、出資、保証を行うこと。

　　　なお、当期末において上記（1）①②（2）①に抵触して

おりますが、金融機関より期限の利益を喪失させる

ことのできる権利等について免除の承認を得ており

ます。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

給与手当・賞与 1,038,882千円

退職給付引当金繰入額 48,342 

貸倒引当金繰入額 66,179 

研究開発費 686,490 

給与手当・賞与 704,112千円

賞与引当金繰入額 3,545 

退職給付引当金繰入額 64,727　

貸倒引当金繰入額 4,803 

研究開発費 271,224 

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 機械装置及び運搬具 208千円

 工具、器具及び備品 234 

 計 443 

 建物及び構築物　 10,900千円　

 機械装置及び運搬具 25,957　

 工具、器具及び備品 10,575　

 土地 101,461 

 計 148,894 

　 ※３．固定資売却損の内訳は次のとおりであります。

　　　　　　────── 建物及び構築物 70,750千円

機械装置及び運搬具 42,685 

工具、器具及び備品 18,721 

土地 10,250 

計 142,408 

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 18,366千円

機械装置及び運搬具 75,303 

工具、器具及び備品 9,121 

ソフトウエア 184,457 

計 287,248 

建物及び構築物 8,592千円

機械装置及び運搬具 5,217 

工具、器具及び備品 2,718 

計 16,527 

※５．研究開発費の総額 ※５．研究開発費の総額

一般管理費 686,490千円 一般管理費 271,224千円

※６．期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。

※６．期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。

 232,589千円  75,357千円
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　

──────

※７．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。　

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

㈱東京カソー
ド研究所
(東京都板橋区）

遊休資産
建物及び
構築物及び
土地等

137,902

㈱東京カソー
ド研究所
(大阪府大阪市）　

遊休資産
建物及び
構築物及び
土地等　

8,585

㈱東京カソー
ド研究所
(埼玉県川越市）　

遊休資産
建物及び
構築物及び
土地等

128,252

㈱東京カソー
ド研究所
(熊本県阿蘇郡）　

遊休資産

建物及び
構築物、土
地、機械装置
等

141,559

㈱東京カソー
ド研究所
(長野県

北佐久郡)　

遊休資産
建物及び
構築物及び
土地等

55,071

㈱東京カソー
ド研究所
(埼玉県比企郡）　

遊休資産
機械装置及
び運搬具等

81,540

内田工業㈱
(北海道空知郡）

遊休資産

建物及び
構築物、土
地、機械装置
及び運搬具
等

279,000

㈱北光電子工
業
(北海道空知郡）

遊休資産
機械装置
及び運搬具

29,734

　当社グループは、原則として、事業用資産については

事業部を基準としてグルーピングを行っており、遊休

資産については個別資産ごとにグルーピングを行って

おります。

　当連結会計年度において、事業の用に供していない遊

休資産のうち、時価が著しく下落した資産グループの

帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損

損失（861,646千円）として特別損失に計上しました。

その内訳は、建物及び構築物302,718千円、機械装置及

び運搬具188,309千円、工具、器具及び備品59,099千円、

土地293,688千円、リース資産17,829千円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、建物及び土地については不動産

鑑定評価額等により評価しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 5,767 － － 5,767

合計 5,767 － － 5,767

自己株式     

普通株式 63 － － 63

合計 63 － － 63

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

 

平成16年新株予約権 普通株式 358 － 358 － －

ストック・オプションとして

の新株予約権
普通株式 － 133 － 133 4,067

連結子会社 － － － － － － －

合計 － 358 133 358 133 4,067

（注）１．当連結会計年度減少株式数358千株は、転換社債型新株予約権付社債の社債要項に規定された償還によるもの　

　　

　　　　　であります。

　　　２．当連結会計年度増加株式数133千株は、平成20年６月25日定時株主総会決議によるものであります。　

３．配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
 配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月25日

定時株主総会
普通株式 85,551 15 平成20年３月31日平成20年６月26日

平成20年10月31日

取締役会
普通株式 28,517 5 平成20年９月30日平成20年12月４日
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 5,767 － － 5,767

合計 5,767 － － 5,767

自己株式     

普通株式 63 － － 63

合計 63 － － 63

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

 

ストック・オプションとして

の新株予約権
普通株式 133 － 9   124 9,736

連結子会社 － － － － － － －

合計 － 133 －    9    124 9,736

（注）当連結会計年度減少株式数9千株は、ストックオプションとしての新株予約権要項に規定された従業員退職に

　　　よるものであります。　

　　

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

※　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,717,118千円

有価証券勘定のうちＭＭＦ 10,591 

預入期間が３か月を超える定期預

金
△32,449 

現金及び現金同等物 1,695,260 

現金及び預金勘定 2,243,961千円

有価証券勘定のうちＭＭＦ 10,605 

預入期間が３か月を超える定期預

金
△250,153 

現金及び現金同等物 2,004,413 

　　

──────

※　　当連結会計年度に事業の譲渡により減少した資産の主

な内訳は次のとおりであります。　

　 流動資産 509,436千円

固定資産 13,779 

資産合計 523,216 
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　　有形固定資産 

 　　 　プローブカード事業における研究開発設備（機械装

置）及び管理部門の資産であります。

　②　リース資産の減価償却の方法

　　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。

　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借処理に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとお

りであります。 

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械装置及び
運搬具

400,860226,222174,637

工具、器具及び
備品

245,744157,93387,810

合計 646,604384,156262,447

  (2) 未経過リース料期末残高相当額等

　　  未経過リース料期末残高相当額

１年内 112,342千円

１年超 160,961 

合計 273,304 

１．ファイナンス・リース取引 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　　有形固定資産 

同左

　

　②　リース資産の減価償却の方法

同左

 

　

　

同左

　

　

　

　　

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械装置及び
運搬具

153,978100,64753,331

工具、器具及び
備品

211,134172,43338,701

合計 365,113273,08192,032

  (2) 未経過リース料期末残高相当額等

　　  未経過リース料期末残高相当額

１年内 60,573千円

１年超 36,009 

合計 96,583 
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

  (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 126,291千円

減価償却費相当額 116,613 

支払利息相当額 9,334 

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

  定額法によっております。

  (5) 利息相当額の算定方法

　リース総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。　

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 1,038千円

１年超 259 

合計 1,297 

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。 

  (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 110,209千円

減価償却費相当額 101,457 

支払利息相当額 5,823 

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左　

　

  (5) 利息相当額の算定方法

同左

　

　　

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 259千円

１年超 － 

合計 259 

（減損損失について）

同左 

EDINET提出書類

株式会社東京カソード研究所(E02014)

有価証券報告書

 60/113



（金融商品関係）

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

(1)金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主にプローブカードの製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀

行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入

により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わな

い方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事業を展開し

ていることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、重要性の乏しいもので

あります。投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど5ヶ月以内の支払期日であります。また、その一部には、原料等の

輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていますが、重要性の乏しいものであります。借入金

に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で４年半

後であります。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金

利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引で

あります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等について

は、前述の「会計処理基準に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご覧下さい。

③金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、各事業部門における営業管理部が主要な取引

先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等に

よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の

管理を行っております。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い金融機関と

のみ取引を行っております。

　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資産の貸借対照表価額によ

り表わされています。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、取引先企業との関

係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を連結売

上高の4か月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することもあります。

　また、「2．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額

自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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(2)金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません（（注2）参照）。

　
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額

(Ⅰ)現金及び預金 2,243,961 2,243,961 －

(Ⅱ)受取手形及び売掛金 1,544,863 1,544,863 －

(Ⅲ)未収入金 934,905 934,905　 －

(Ⅳ)投資有価証券 50,725 50,725　 －

資産計 4,774,456 4,774,456 －

(Ⅴ)支払手形及び買掛金 684,995 684,995 －

(Ⅵ)短期借入金 2,855,727 2,855,727 －

(Ⅶ)長期借入金 712,230 694,393 △17,837

負債計 4,252,952 4,235,115 △17,837

(Ⅷ)デリバティブ取引 － － －

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(Ⅰ) 現金及び預金、(Ⅱ) 受取手形及び売掛金、(Ⅲ)未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(Ⅳ) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示され

た価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご

参照ください。

(Ⅴ) 支払手形及び買掛金、(Ⅵ) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(Ⅶ) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっています。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記

(Ⅷ)(ⅱ)参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用さ

れる合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。
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(Ⅷ) デリバティブ取引

　(ⅰ)ヘッジ会計が適用されていないもの ：該当するものはありません。

　(ⅱ)ヘッジ会計が適用されているもの   ：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約に

                                         おいて定められた元本相当額等は、次のとおりです。　

　 　 　 　 　 （単位：千円）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引の種

類等
主なヘッジ対象 契約額等 うち１年超 時価

金利スワップの特例処理

(*)

金利スワップ取引

支払固定・受取変動
長期借入金 337,500337,500334,603(*)

(*)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています（上記(Ⅶ)参照）。

(注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額235,679千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること

などができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(Ⅳ)投資有価証券」には含めていません。

(注3) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額　　

　 （単位：千円）

　 １年以内

現金及び預金 2,243,961

受取手形及び売掛金 1,544,863

未収入金　 934,905

合計 4,723,730

(注4)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　　　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。　

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。　　
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（有価証券関係）

　前連結会計年度（平成21年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 45,988 55,823 9,834

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 5,652 6,429 777

小計 51,640 62,252 10,611

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 32,457 21,383 △11,073

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 14,219 11,167 △3,052

小計 46,676 32,550 △14,126

合計 98,316 94,802 △3,514

（注）　　当連結会計年度において、有価証券について15,858千円（その他有価証券で時価のある株式8,295千円、その　　　

　　　　他7,563千円）減損処理を行っております。 

　　　　　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。

　

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

2,378 1,925 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

  その他有価証券  

マネージメントファンド　 10,591

非上場株式 359,653
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当連結会計年度（平成22年３月31日）

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 25,274 23,205 2,068

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 25,274 23,205 2,068

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 13,320 20,548 △7,227

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 12,131 13,642 △1,511

小計 25,451 34,190 △8,739

合計 50,725 57,396 △6,671

（注）非上場株式(連結貸借対照表計上額235,679千円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。　

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

(1）株式 59,592 22,610 810

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 8,208 2,556 －

合計 67,800 25,167 810

３.減損処理を行った有価証券　

当連結会計年度において、有価証券について236,853千円（その他の有価証券236,853千円）減損処理を行っており

ます。　

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1）取引内容

　利用しているデリバティブ取引は、金利関連についての金利スワップ取引であります。

(2）取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

(3）取引の利用目的

　デリバティブ取引は、金利関連について借入金利等の将来の金融市場における利率上昇による変動リスクを回避する

目的で利用しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 … 金利スワップ

ヘッジ対象 … 長期借入金

ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リスク

を一定の範囲内でヘッジしております。

(4）取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有しております。

　なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどないと認識しております。

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程

に基づき、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、または計

算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。

２．取引の時価等に関する事項

(1）通貨関連

区分 種類

前連結会計年度（平成21年３月31日）

契約額等
契約額等
うち１年超

時価 評価損益

（千円） （千円） （千円） （千円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

売建     

　新台湾ドル 17,297 － 16,793△503

合計 17,297 － 16,793△503

前連結会計年度

　（注）１．時価の算定方法

　　　　　　期末の時価は先物相場を使用しております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ

取引は除いております。　　　　　 

(2）金利関連

すべてヘッジ会計が適用されておりますので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

   
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

 (1）退職給付債務（千円） △1,314,190 △733,214

 (2）年金資産（千円） 575,770 183,229

 (3）
未積立退職給付債務（1）＋（2）

（千円）
△738,420 △549,985

 (4）未認識数理計算上の差異（千円） 175,023 △1,422

 (5）
連結貸借対照表計上額純額

(3）＋（4）（千円）
△563,398 △551,407

 (6）退職給付引当金（千円） △563,398 △551,407

　（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

   
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 退職給付費用（千円） 134,185 202,324

 (1）勤務費用（千円） 89,659 95,681

 (2）利息費用（千円） 27,155 23,610

 (3）期待運用収益（減算）（千円） △12,517 △10,029

 (4）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 29,888 93,062

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「（1）勤務費用」に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

   
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

 (1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

 (2）割引率（％） 2.0 同左

 (3）期待運用収益率（％） 2.0 同左

 (4）過去勤務債務の額の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により処理するこ

ととしております。

同左

 (5）数理計算上の差異の処理年数 各連結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法

により按分した額をそれぞれ翌

連結会計年度から費用処理する

こととしております。

同左
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（ストック・オプション等関係）

  前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 １．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

売上原価　　　　　　　1,682千円

販売費及び一般管理費　2,384千円

 ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 (1）ストック・オプションの内容

 平成20年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　 　４名　　当社監査役３名

当社従業員　　240名　　連結子会社取締役１名

連結子会社従業員　６名 

株式の種類別のストック・オプションの数（注） 普通株式　133,000株

付与日 平成20年８月７日

権利確定条件
付与日（平成20年８月７日）以降、権利確定日（平成22年７月

31日）まで継続して勤務していること。

対象勤務期間 自平成20年８月７日　至平成22年７月31日

権利行使期間 自平成22年８月１日　至平成26年７月31日

（注）株式数に換算して記載しております。

 (2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成21年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

 　　①ストック・オプションの数

 平成20年ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 133,000

失効 3,500

権確定 －

未確定残 129,500

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －

 　　②単価情報

 平成20年ストック・オプション

権利行使価格（円） 574

行使時平均株価（円） －

付与日における公正な評価単価（円） 94
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 ３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成20年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下の

とおりであります。

①　使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

②　主な基礎数値及び見積方法

 平成20年ストック・オプション

 株価変動性（注）１  　　　　　　　　　　　　　　39.83％

 予想残存期間（注）２  　　　　　　　　　　　　　　 3.99年

 予想配当（注）３  　　　　　　　　　　　　　 20円／株

 無リスク利子率（注）４  　　　　　　　　　　　　　   0.98％

（注）１．予想残存期間における直近株式の株価実績に基づき算定しております。

２．算定時点（平成20年８月７日）から権利行使期間の中間点（権利行使期間である平成22年８月１日～

平成26年７月31日の中間点である平成24年７月31日）までで算定しております。 

３．平成20年３月期の配当実績によっております。

４. 予想残存期間に対応する国債の利回りであります。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

 　　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。
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  当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 １．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

売上原価　　　　　　　1,823千円

販売費及び一般管理費　7,912千円

 ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 (1）ストック・オプションの内容

 平成20年ストック・オプション 　

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　 　４名　　当社監査役３名

当社従業員　　240名　　連結子会社取締役１名

連結子会社従業員　６名 

　

　

　

株式の種類別のストック・オプションの数（注） 普通株式　133,000株 　

付与日 平成20年８月７日 　

権利確定条件
付与日（平成20年８月７日）以降、権利確定日（平成

22年７月31日）まで継続して勤務していること。
　

対象勤務期間 自平成20年８月７日　至平成22年７月31日 　

権利行使期間 自平成22年８月１日　至平成26年７月31日 　

（注）株式数に換算して記載しております。

 (2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成22年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

 　　①ストック・オプションの数

 平成20年ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 129,500

付与 －

失効 5,500

権確定 －

未確定残 124,000

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －

 　　②単価情報

 平成20年ストック・オプション

権利行使価格（円） 574

行使時平均株価（円） －

付与日における公正な評価単価（円） 94

 ３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

 　　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（単位：千円）

繰延税金資産  

投資有価証券評価損 95,670

会員権等評価損 53,325

退職給付引当金 225,177

貸倒引当金 69,670

繰越欠損金 938,723

その他 218,698

評価性引当金額 △1,561,004

繰延税金資産合計 40,261

繰延税金負債  

土地圧縮積立金 △46,121

子会社の留保利益金 △14,702

その他 △15,836

繰延税金負債合計 △76,660

繰延税金負債の純額 △36,399

（単位：千円）

繰延税金資産  

投資有価証券評価損 257,386

棚卸資産評価損 348,847

繰越欠損金 1,437,791

子会社繰越欠損金 493,703

退職給付引当金 220,563

減損損失 66,981

子会社整理損 159,684

その他 320,582

評価性引当金額 △3,243,687

繰延税金資産合計 61,853

繰延税金負債  

土地圧縮積立金 △3,282

子会社の留保利益金 △12,952

その他 △11,708

繰延税金負債合計 △27,943

繰延税金資産の純額 33,909

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目の内訳

当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上

したため、記載を省略しております。　 

同左　 

（企業結合等関係）

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

事業分離
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１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分離の

概要

(1）分離先企業の名称

株式会社ユニオンアロー・テクノロジー

(2）分離した事業の内容

当社のＡＴＥ事業

(3）事業分離を行った主な理由

ＡＴＥ事業は、液晶検査装置の製造・販売を主力とし、平成20年4月より当社事業の一翼を担ってまいりまし

た。その前身は、まだ当社がプローブカードやプローバー（装置）を事業として区分していなかった昭和40年代

前半に遡ります。

当初はプローブカードを備え付け、検査を行うプローバーなどについて、海外より技術を取り入れて製品化

しておりましたが、時代とともに液晶パネルの検査装置に軸足を移してまいりました。ただし、当社が手掛ける

検査装置とは、定型品の製造・販売ではなく、取引先における新製品ラインの企画段階から当社が携わり、開発、

設計を行うものであり、受注後の計画変更や設備投資計画見直しによる完成品の納品先送り等、取引先主導にな

らざるを得ないところが多分にありました。

当社ＡＴＥ事業は、製品ラインナップの見直しや部品調達等の効率化をはじめ、装置関連の消耗品等の開発

にも力を入れ、収益面での安定化を図ろうといたしました。しかし、毎期の収益計画や売上必達に対する取組み

も、期末には他の電子部品事業やプローブカード事業の利益を圧迫することが恒常化しておりました。また近年

は、液晶パネルの大型化や世代交代期間の短縮化に対応するため開発や製造、また既存品のメンテナンス等への

負担が嵩んだところに、昨秋の金融市場を発端とした経済の不安定が取引先における支払い条件のさらなる長

期化を招き、資金の回収面におきましても当社は苦境に立たされることとなりました。

このような状況において当社がＡＴＥ事業を維持することは、今後の当社経営戦略上、より大きな困難を伴

うことが予想されるため、事業の譲渡を含めてより良い方法を模索しておりましたところ、同業の株式会社アド

バネットより当社ＡＴＥ事業を同社が譲り受けることについて打診を受けました。このため当社は、今後のビジ

ネス展開、事業の選択と経営資源の集中、資金負担の軽減等について慎重に協議を重ねた結果、次のとおり事業

譲渡を行うことを決議いたしました。

(4）事業分離日

平成21年７月31日

(5）法的形式を含む事業分離の概要

　受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡

２．実施した会計処理の概要

(1）移転損益の金額

300百万円

(2）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 509百万円

固定資産 13百万円

資産合計 523百万円

３．事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分

ＡＴＥ事業

４．当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高 1,196百万円　

営業利益 81百万円
　

　

（賃貸等不動産関係）

  　当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）　

　当社及び一部の連結子会社では、熊本県その他の地域において、賃貸用のオフィスビルや工場（土地を含む）を有し　

ております。平成22年３月期における当該賃貸等不動産の賃貸等の契約はなく、賃貸損益はございません。減損損失は　

585,608千円（特別損失に計上）であります。

　　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

　連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価

（千円）前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

　－ 279,607 　279,607 　286,927

　(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

 ２．当連結会計年度増減額のうち、増加額（1,360,848千円）は事業撤退等により遊休資産となったものであり、

　　 主な減少額は売却（454,825千円）及び減損損失（585,608千円）であります。

 ３．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用

　　 いて調整を行なったものを含む。）であります。

　

（追加情報）
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当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　平成20年11

月28日）を適用しております。 　　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 電子部品
事業
（千円）

プローブ
カード事業
（千円）

ＡＴＥ事業
（千円）

ＯＶＩＳ
事業 
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高4,345,1224,210,0072,087,2421,029,91811,672,291－ 11,672,291

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － －

計 4,345,1224,210,0072,087,2421,029,91811,672,291－ 11,672,291

営業費用 4,392,8084,463,5332,078,1891,407,68112,342,212812,00213,154,214

営業損益 △47,685△253,5259,052△377,762△669,920△812,002△1,481,923

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出
       

資産 3,623,1974,450,5151,929,880296,22210,299,8162,317,32812,617,145

減価償却費 232,948199,012107,24628,189567,3969,663577,059

減損損失 － － － － － － －

資本的支出 61,828223,93050,35549,873385,9875,600391,588

　（注）１．事業区分の方法および各区分に属する主要な製・商品の変更

 　 　事業区分の方法については、従来、事業の種類、性質、製造方法等の観点から「電子部品事業」、「プローブ

カード事業」、「装置事業」の３事業としておりましたが、当連結会計年度より、「電子部品事業」、「プ

ローブカード事業」、「ＡＴＥ事業」、「ＯＶＩＳ事業」の４事業に変更いたしました。この変更は、従来の

「装置事業」において提供する製品およびサービス提供を、より事業の実態に反映させるため、その内容区

分の見直しを行った結果によるものであります。この変更による影響はありません。　　　　

 　 　また、各区分に属する主要な製・商品の変更については、従来の「装置事業」として含めておりましたＶＩ

ＳＩＯＮ関連装置等を「ＯＶＩＳ事業」として分離しております。

２．各区分に属する主要な製・商品

事業区分 主要製品

電子部品事業

 電子管用部品（カソード、ヒーター）、蒸着用素子、ＣＲＴ用部品、ＬＣ

Ｄ表示用部品、ＣＣＦＬ用モリブデン電極、インプランテーション加工部

品、エッチャー用アルミパーツ、シリコン電極等

プローブカード事業
ＩＣ用プローブカード、液晶駆動ＩＣ用プローブカード、垂直型プローブ

カード、ＯＣプローブ、プローブピン等

ＡＴＥ事業
液晶基板用検査装置、ＰＤＰ用検査装置、低温ｐ-ＳｉＴＦＴ液晶パネル

用検査装置、ＶＩＣプローブ等

ＯＶＩＳ事業  ＶＩＳＩＯＮ関連装置等
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３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は812,002千円であり、その主なもの

は、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,317,328千円であり、その主なものは、当社で

の余資運用資金（現金及び有価証券)、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等でありま

す。 

５．会計方針の変更

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（1）②に記載のとおり、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益がＡＴＥ事業で7,000千円減少し、営業損失が

電子部品事業で74,150千円、プローブカード事業で87,438千円及びＯＶＩＳ事業で64,000千円それぞれ増加

しております。　　　　

６．追加情報

　　（有形固定資産の耐用年数の変更）　　 

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（2）①に記載のとおり、当連結会計年度より、機械

装置の耐用年数を変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の

電子部品事業の営業損失が18,573千円増加、プローブカード事業の営業損失が10,611千円増加、ＡＴＥ事業

の営業利益が36,225千円減少、ＯＶＩＳ事業の営業損失が1,159千円増加しております。
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 電子部品
事業
（千円）

プローブ
カード事業
（千円）

ＡＴＥ事業
（千円）

ＯＶＩＳ
事業 
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高1,709,1543,122,5971,196,189176,2156,204,157－ 6,204,157

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － －

計 1,709,1543,122,5971,196,189176,2156,204,157－ 6,204,157

営業費用 2,046,7153,211,2791,115,135399,8566,772,987634,1167,407,104

営業損益 △337,560△88,68181,054△223,641△568,830△634,116△1,202,947

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出
       

資産 916,1104,061,601760,01525,0955,762,8222,212,6647,975,487

減価償却費 122,385180,40212,10411,471326,3649,106335,470

減損損失 424,55943,67861,37465,802595,414266,231861,646

資本的支出 12,62152,936 － － 65,5582,532 68,090

　（注）１．事業区分の方法

 　 　事業区分は、製品の種類、性質、製造方法を考慮して区分しております。　

２．各区分に属する主要な製・商品

事業区分 主要製品

電子部品事業

 電子管用部品（カソード、ヒーター）、蒸着用素子、ＣＲＴ用部品、ＬＣ

Ｄ表示用部品、ＣＣＦＬ用モリブデン電極、インプランテーション加工部

品、エッチャー用アルミパーツ、シリコン電極等

プローブカード事業
ＩＣ用プローブカード、液晶駆動ＩＣ用プローブカード、垂直型プローブ

カード、ＯＣプローブ、プローブピン等

ＡＴＥ事業
液晶基板用検査装置、ＰＤＰ用検査装置、低温ｐ-ＳｉＴＦＴ液晶パネル

用検査装置、ＶＩＣプローブ等

ＯＶＩＳ事業  ＶＩＳＩＯＮ関連装置等

３．資産の著しい変動

　　　平成21年７月31日付で実施した株式会社ユニオンアロー・テクノロジーに当社のＡＴＥ事業を譲渡したこと

により、ＡＴＥ事業における資産の金額が、前連結会計年度に比べ1,169,865千円減少しております。

４．　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は634,116千円であり、その主なも

のは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

５．　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,212,664千円であり、その主なものは、当社で

の余資運用資金（現金及び有価証券)、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等でありま

す。 
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

　売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 10,723,534948,75611,672,291 － 11,672,291

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
215,851 134,391 350,242△350,242 －

　計 10,939,3851,083,14812,022,534△350,24211,672,291

　営業費用 11,641,0891,028,73012,669,820484,39413,154,214

　営業損益 △701,704 54,417△647,286△834,636△1,481,923

Ⅱ　資産 9,522,1631,208,55310,730,7161,886,42812,617,145

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

ア　ジ　ア……韓国、中国、香港、台湾、シンガポール

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は812,002千円であり、その主なもの

は、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,317,328千円であり、その主なものは、当社で

の余資運用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

５．会計方針の変更

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（1）②に記載のとおり、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業損失が「日本」で232,589千円増加しております。　

　　　

６．追加情報

 　 （有形固定資産の耐用年数の変更）

    　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（2）①に記載のとおり、当連結会計年度より、

機械装置の耐用年数を変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年

度の日本の営業損失が66,569千円増加しております。 
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

　売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 5,480,921723,2356,204,157 － 6,204,157

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
226,744 133,714 360,459△360,459 －

　計 5,707,666856,9506,564,616△360,4596,204,157

　営業費用 6,289,688799,0357,088,723318,3807,407,104

　営業損益 △582,022 57,915△524,106△678,840△1,202,947

Ⅱ　資産 5,074,5811,108,3716,182,9531,792,5347,975,487

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

ア　ジ　ア……韓国、中国、香港、台湾、シンガポール

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は634,116千円であり、その主なもの

は、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,212,664千円であり、その主なものは、当社で

の余資運用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,401,329 88,153 2,489,483

Ⅱ　連結売上高（千円）   11,672,291

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
20.6 0.7 21.3

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

(1）ア　ジ　ア……韓国、中国、香港、台湾、シンガポール、マレーシア、インド、フィリピン、タイ

(2）そ　の　他……英国、フランス、ドイツ、アメリカ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,632,719 63,976 1,696,695

Ⅱ　連結売上高（千円）   6,204,157

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
26.3 1.0 27.3

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

(1）ア　ジ　ア……韓国、中国、香港、台湾、シンガポール、マレーシア、インド、フィリピン、タイ

(2）そ　の　他……英国、フランス、ドイツ、アメリカ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「開示当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を

適用しております。

　この結果、連結財務諸表提出会社の個人主要株主である大久保國子が開示対象から除外されております。 

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日） 

役員及びその近親者が議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等並びに当該会社等の子会社

種類 会社等
の名称 所在地

資本金
又は出
資金
(千円)

事業の
内容
又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金
額
(千円)

科目
期末残
高
(千円)

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を自己の
計算において所
有している会社
等並びに当該会
社等の子会社

株式会
社プラ
スコ

北海道
空知郡　 30,000製造業 －  －

不動産
売却
代金　

　
　

125,525
 － －

 (注)１．株式会社プラスコは、社外取締役竹本雅英氏及びその親族が議決権の過半数以上を保有している竹本容器株式

会社の子会社であります。

　　 ２．上記の取引金額には、消費税等が含まれておりません。

　　 ３．不動産の売却価額については、不動産鑑定士の鑑定価格を参考に決定しております。

EDINET提出書類

株式会社東京カソード研究所(E02014)

有価証券報告書

 79/113



（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,003円97銭

１株当たり当期純損失金額 468円88銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額については、

潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 450円91銭

１株当たり当期純損失金額 553円8銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額については、

潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるた

め記載しておりません。 

　（注）　１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（△）（千円） △2,674,236 △3,154,474

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）（千円） △2,674,236 △3,154,474

期中平均株式数（千株） 5,703 5,703

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） － －

（うち新株予約権付社債） －  －  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

　　平成20年６月25日定時株主総会

決議による新株予約権。 

　　平成20年６月25日定時株主総会

決議による新株予約権。 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　　　  該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,430,0002,250,7472.339 －

１年以内に返済予定の長期借入金 617,040 604,9801.866 －

１年以内に返済予定のリース債務　 23,944 29,226 1.758 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 833,250 712,2301.866平成23年～26年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）　 101,920 85,925 1.820 平成23年～28年 

その他有利子負債 － － － －

合計 4,006,1553,683,108 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 376,530 143,280 143,280 49,140

リース債務 25,737 26,182 19,916 9,105

 

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第２四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第３四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

第４四半期

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（千円） 2,039,460 1,614,142 1,249,431 1,301,122

税金等調整前四半期純損失金

額（千円）
49,888 1,908,320 327,831 859,081

四半期純損失金額（千円） 88,442 1,918,190 332,068 815,772

１株当たり四半期純損失金額

（円）
15.51 336.32 58.22 143.03

　

EDINET提出書類

株式会社東京カソード研究所(E02014)

有価証券報告書

 81/113



２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 826,743 1,651,718

受取手形 ※1
 79,045 44,625

売掛金 ※1
 2,203,446

※1
 1,518,061

有価証券 10,591 10,605

商品及び製品 878,975 171,345

仕掛品 647,956 6,551

原材料及び貯蔵品 735,073 359,965

前払費用 7,876 3,827

短期貸付金 16,829 16,829

未収入金 ※1
 680,988

※1
 870,468

その他 131,605 91,090

貸倒引当金 △12,511 △24,309

流動資産合計 6,206,621 4,720,781

固定資産

有形固定資産

建物 1,920,927 1,541,455

減価償却累計額 △1,134,967 △1,022,021

建物（純額） 785,959 ※2
 519,434

構築物 104,073 97,120

減価償却累計額 △85,456 △84,873

構築物（純額） 18,617 ※2
 12,247

機械及び装置 812,271 601,521

減価償却累計額 △702,838 △546,739

機械及び装置（純額） 109,433 54,781

車両運搬具 5,433 1,498

減価償却累計額 △4,513 △1,475

車両運搬具（純額） 919 22

工具、器具及び備品 825,520 644,356

減価償却累計額 △678,657 △599,637

工具、器具及び備品（純額） 146,863 44,719

土地 909,765 ※2
 428,061

リース資産 139,666 139,666

減価償却累計額 △14,434 △38,872

リース資産（純額） 125,232 100,794

建設仮勘定 39,508 －

有形固定資産合計 2,136,300 1,160,061

無形固定資産

のれん 21,376 －

特許権 5,000 －

電話加入権 5,534 5,534

ソフトウエア 3,792 2,259

無形固定資産合計 35,702 7,793
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 454,317 171,411

関係会社株式 1,103,494 529,285

出資金 10 10

関係会社出資金 284,806 284,806

関係会社長期貸付金 315,000 250,700

長期差入保証金 17,916 2,450

会員権 24,462 14,758

敷金 6,061 2,276

保険積立金 332,776 －

破産更生債権等 65,109 65,109

長期前払費用 10,087 5,004

貸倒引当金 △161,663 △162,824

投資その他の資産合計 2,452,379 1,162,987

固定資産合計 4,624,382 2,330,842

資産合計 10,831,003 7,051,624

負債の部

流動負債

支払手形 ※1
 1,473,848

※1
 811,390

買掛金 ※1
 762,061

※1
 400,846

短期借入金 ※4
 2,000,000

※2
 2,003,497

1年内返済予定の長期借入金 ※4
 461,700

※2
 594,900

リース債務 23,944 29,226

未払金 116,383 58,415

未払費用 56,860 6,874

未払法人税等 10,158 16,446

前受金 31,718 5,383

預り金 31,440 17,818

その他 4,196 33,049

流動負債合計 4,972,312 3,977,847

固定負債

長期借入金 ※4
 694,950

※4, ※2
 677,350

リース債務 101,920 85,925

繰延税金負債 33,812 827

退職給付引当金 504,049 526,614

その他 4,374 4,374

固定負債合計 1,339,106 1,295,091

負債合計 6,311,419 5,272,938
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,323,105 2,323,105

資本剰余金

資本準備金 2,984,214 2,984,214

資本剰余金合計 2,984,214 2,984,214

利益剰余金

利益準備金 478,125 478,125

その他利益剰余金

土地圧縮積立金 49,872 －

株式消却積立金 124,499 124,499

別途積立金 1,450,000 1,450,000

繰越利益剰余金 △2,818,379 △5,511,014

利益剰余金合計 △715,882 △3,458,390

自己株式 △72,532 △72,532

株主資本合計 4,518,904 1,776,396

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3,387 △7,446

評価・換算差額等合計 △3,387 △7,446

新株予約権 4,067 9,736

純資産合計 4,519,584 1,778,685

負債純資産合計 10,831,003 7,051,624
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高

製品売上高 ※1
 10,312,165

※1
 5,345,940

商品売上高 ※1
 459,419

※1
 161,849

売上高合計 ※1
 10,771,584

※1
 5,507,790

売上原価

製品売上原価

製品期首たな卸高 1,042,748 821,496

当期製品仕入高 ※1
 4,180,115

※1
 1,645,089

当期製品製造原価 ※1
 4,682,187

※1
 3,022,586

合計 9,905,052 5,489,173

他勘定振替高 ※2
 228,927

※2
 647,274

製品期末たな卸高 821,496 140,397

製品売上原価 8,854,628 4,701,501

商品売上原価

商品期首たな卸高 126,192 57,478

当期商品仕入高 ※1
 340,009

※1
 126,612

合計 466,202 184,091

商品他勘定振替高 548 1,124

商品期末たな卸高 57,478 30,947

商品売上原価 408,175 152,018

売上原価合計 ※8
 9,262,804

※8
 4,853,520

売上総利益 1,508,780 654,270

販売費及び一般管理費 ※3, ※7
 3,114,490

※3, ※7
 1,699,382

営業損失（△） △1,605,709 △1,045,112

営業外収益

受取利息 ※1
 12,840

※1
 9,852

有価証券利息 135 16

受取配当金 ※1
 71,343

※1
 57,165

機械賃貸料 3,417 1,554

経営指導料 ※1
 51,232

※1
 34,891

技術指導料 － ※1
 30,000

受取家賃 14,274 14,274

為替差益 － 1,547

雑収入 64,079 24,194

営業外収益合計 217,323 173,498

営業外費用

支払利息 43,558 79,540

シンジケートローン手数料 12,959 3,390

為替差損 18,382 －

雑支出 2,083 9,763

営業外費用合計 76,984 92,694

経常損失（△） △1,465,371 △964,308
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※4
 440

※4
 41,464

投資有価証券売却益 1,925 25,167

会員権売却益 500 －

事業譲渡益 － 300,000

その他 － 13,255

特別利益合計 2,865 379,887

特別損失

固定資産除却損 ※5
 270,088

※5
 5,956

固定資産売却損 ※6
 7,721

※6
 15,469

減損損失 － ※9
 552,911

投資有価証券評価損 37,176 236,853

関係会社株式評価損 212,195 174,998

子会社整理損 － 69,211

特別退職金 － 225,526

たな卸資産評価損 － 692,748

貸倒引当金繰入額 99,011 －

その他 20,827 199,851

特別損失合計 647,021 2,173,527

税引前当期純損失（△） △2,109,527 △2,757,948

法人税、住民税及び事業税 10,005 18,371

法人税等調整額 724,797 △33,812

法人税等合計 734,802 △15,440

当期純損失（△） △2,844,329 △2,742,508
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  2,820,677 54.0 1,104,690 41.4

Ⅱ　労務費  867,969 16.6 457,802 17.0

(うち退職給付引当金繰入額)  (47,662) (45,072) 

Ⅲ　経費  1,531,820 29.4 1,125,414 41.9

(うち外注加工費)  (1,007,912) (842,721) 

(うち減価償却費)  (130,001) (73,742) 

当期総製造費用  5,220,467 100.0 2,687,908 100.0

期首仕掛品たな卸高  386,296 647,956 

合計  5,606,764 3,335,864 

他勘定振替高 ※２ 276,620 306,726 

期末仕掛品たな卸高  647,956 6,551  

当期製品製造原価  4,682,187 3,022,586 

      

　（注）１．電子部品製品については組別総合原価計算を、それ以外の製品については個別原価計算を採用しております。

※２．仕掛品中の他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

仕掛品より他勘定へ 仕掛品より他勘定へ

研究開発費 188,445千円

見積設計費 51,834 

建設仮勘定 39,508 

研究開発費 24,233千円

見積設計費 31,613 

未収入金 285,802 

たな卸評価損 4,586 

他勘定より受入 他勘定より受入

製品 △3,168

合計 276,620

建設仮勘定 △39,508

　合計　 306,726
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,323,105 2,323,105

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,323,105 2,323,105

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,984,214 2,984,214

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,984,214 2,984,214

資本剰余金合計

前期末残高 2,984,214 2,984,214

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,984,214 2,984,214

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 478,125 478,125

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 478,125 478,125

その他利益剰余金

土地圧縮積立金

前期末残高 49,872 49,872

当期変動額

土地圧縮積立金の取崩 － △49,872

当期変動額合計 － △49,872

当期末残高 49,872 －

株式消却積立金

前期末残高 124,499 124,499

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 124,499 124,499

別途積立金

前期末残高 1,450,000 1,450,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,450,000 1,450,000

繰越利益剰余金

前期末残高 140,019 △2,818,379

当期変動額

剰余金の配当 △114,069 －

土地圧縮積立金の取崩 － 49,872

当期純損失（△） △2,844,329 △2,742,508

当期変動額合計 △2,958,399 △2,692,635
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当期末残高 △2,818,379 △5,511,014

利益剰余金合計

前期末残高 2,242,517 △715,882

当期変動額

剰余金の配当 △114,069 －

土地圧縮積立金の取崩 － －

当期純損失（△） △2,844,329 △2,742,508

当期変動額合計 △2,958,399 △2,742,508

当期末残高 △715,882 △3,458,390

自己株式

前期末残高 △72,532 △72,532

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △72,532 △72,532

株主資本合計

前期末残高 7,477,303 4,518,904

当期変動額

剰余金の配当 △114,069 －

当期純損失（△） △2,844,329 △2,742,508

当期変動額合計 △2,958,399 △2,742,508

当期末残高 4,518,904 1,776,396

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 29,785 △3,387

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△33,172 △4,059

当期変動額合計 △33,172 △4,059

当期末残高 △3,387 △7,446

評価・換算差額等合計

前期末残高 29,785 △3,387

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△33,172 △4,059

当期変動額合計 △33,172 △4,059

当期末残高 △3,387 △7,446

新株予約権

前期末残高 － 4,067

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,067 5,668

当期変動額合計 4,067 5,668

当期末残高 4,067 9,736
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

純資産合計

前期末残高 7,507,089 4,519,584

当期変動額

剰余金の配当 △114,069 －

当期純損失（△） △2,844,329 △2,742,508

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △29,105 1,609

当期変動額合計 △2,987,504 △2,740,898

当期末残高 4,519,584 1,778,685
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

(2）その他有価証券

時価のあるもの

 　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算出）

同左

 時価のないもの 時価のないもの

 　移動平均法による原価法 同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品及び仕掛品

プローブカード及び装置

個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しておりま

す。

製品及び仕掛品

プローブカード及び装置

同左

 その他

月別総平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用してお

ります。

その他

同左

 商品、原材料及び貯蔵品

月別総平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用してお

ります。

　（会計方針の変更） 

　当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成18年７月５日公表分）を適用

しております。

　これにより、営業損失、経常損失及び

税引前当期純損失は、それぞれ196,664

千円増加しております。 

商品、原材料及び貯蔵品

同左

　

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

───────
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産（リース資産を除く） (1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除

く。）については定額法）を採用してお

ります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　　 5年～50年

機械装置及び運搬具　 2年～ 8年

同左

　 （追加情報）

　減価償却資産の耐用年数等に関する平

成20年度税制改正を契機として、当事業

年度より、機械装置について耐用年数の

見直しを行っております。

　これにより、当事業年度の営業損失、経

常損失及び税引前当期純損失は、それぞ

れ48,891千円増加しております。 

　

───────

 (2）無形固定資産（リース資産を除く） (2）無形固定資産（リース資産を除く）

 　定額法を採用しております。なお、自社

利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

同左

 (3）リース資産 (3）リース資産

 　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。

同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金

 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については,貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

同左

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金

 　従業員の賞与支払いに備えるため、支給

見込額のうち当期負担額を計上しており

ます。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金

 　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。

同左

 　 　（会計方針の変更）

　当事業年度より、「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）」（企業

会計基準第19号　平成20年７月31日）を

適用しております。

　なお、これによる営業損失、経常損失及

び税引前当期純損失に与える影響はあり

ません。　

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

 　原則として繰延ヘッジ処理によってお

ります。なお、振当処理の要件を満たして

いる為替予約については振当処理に、特

例処理の要件を満たしている金利スワッ

プについては特例処理によっておりま

す。

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

 　当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおり

であります。

同左

 　　ａ．ヘッジ手段…為替予約

　　　　ヘッジ対象…外貨建売上債権

　　ｂ．ヘッジ手段…金利スワップ

　　　　ヘッジ対象…長期借入金

 

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針

 　デリバティブ取引に関する権限規程お

よび取引限度額等を定めた内部規程に基

づき、ヘッジ対象に係る金利変動リスク

を一定の範囲内でヘッジしております。

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法

 　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ

・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場

変動又はキャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、その変動額の比率によって有

効性を評価しております。

　ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略

しております。

同左

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理 　　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 （リース取引に関する会計基準）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

　　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おります。

　　当事業年度における損益に与える影響は軽微でありま

す。  

　　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おります。

　　当事業年度における損益に与える影響は軽微でありま

す。 

 　───────　 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

※１．区分掲記されたもの以外で関係会社に対する主な資

産・負債は次のとおりであります。

※１．区分掲記されたもの以外で関係会社に対する主な資

産・負債は次のとおりであります。

受取手形及び売掛金 126,930千円

未収入金 128,389 

支払手形 601,235 

買掛金 247,854 

売掛金 156,674千円

未収入金 84,335 

支払手形 389,371 

買掛金 189,278 

　 ※２.　担保に供している資産

────── 建物 519,434千円

構築物　 12,247　

土地 428,061 

計 959,743 

　上記物件は、短期借入金（一年内返済予定の長期借

入金）2,462,437千円、長期借入金403,970千円の担

保に供しております。

　３．保証債務 　３.　保証債務

他社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり

保証（手形割引含む）を行っております。

他社の割賦販売に対して、次の通り保証を行ってお

ります。

㈱北光電子工業 42,900千円 TOKYO　CATHODE　LABORATORY

（GUANG　ZHOU）CO.,LTD

40,611　千円

※４．財務制限条項

 　　 (1)平成19年１月26日締結のタームローン契約（平成

21年３月31日現在借入金残高625,000千円）には、下

記の財務制限条項が付されております。

①各年度の本・中間決算期の末日における連結及び

単体の貸借対照表の純資産の部の金額を、当該

本・中間決算期の直前の本・中間決算期の末日ま

たは、平成19年３月決算期末日における連結及び

単体の貸借対照表における純資産の部の金額のい

ずれか大きい方の80％以上に維持すること。

②各決算期末日における連結及び単体の損益計算書

における経常損益をそれぞれ二期連続で損失とし

ないこと。

(2)平成19年７月26日締結のリボルビング・クレ

ジット・ファシリティー契約（平成21年３月31日現

在借入金残高2,000,000千円）には、下記の財務制限

条項が付されております。

①各年度の本・中間決算期の末日における連結及び

単体の貸借対照表の純資産の部の合計金額を、平

成19年３月決算期末日における連結及び単体の貸

借対照表における純資産の部の金額の80％以上に

相当する金額、または直近の本・中間決算期の末

日における連結及び単体の貸借対照表に記載され

る純資産の部の合計金額の80％に相当する金額の

うち、いずれか大きい方の金額以上に維持するこ

と。

②各決算期末日における連結及び単体の損益計算書

における経常損益をそれぞれ二期連続で損失とし

ないこと。

※４．財務制限条項

 　　 (1)平成19年１月26日締結のタームローン契約（平成

22年３月31日現在借入金残高375,000千円）には、下

記の財務制限条項が付されております。

①各年度の本・中間決算期の末日における連結及び

単体の貸借対照表の純資産の部の金額を、当該

本・中間決算期の直前の本・中間決算期の末日ま

たは、平成19年３月決算期末日における連結及び

単体の貸借対照表における純資産の部の金額のい

ずれか大きい方の80％以上に維持すること。

②各決算期末日における連結及び単体の損益計算書

における経常損益をそれぞれ二期連続で損失とし

ないこと。

　    (2）平成21年７月28日締結の借入契約（平成22年３

月31日現在借入残高577,300千円）には、下記の財務

制限条項が付されております。

　　　①純資産額が金3,753,600千円以下となること。

　　　②事前承認なしに、第三者に対する金677,400千円を超

える貸付け、出資、保証を行うこと。

　　　なお、当期末において上記（1）①②（2）①に抵触して

おりますが、金融機関より期限の利益を喪失させる

ことのできる権利等について免除の承認を得ており

ます。　
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて
おります。

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて
おります。

売上高 237,526千円

売上原価   

仕入高他 3,761,198千円

営業外収益   

受取利息 12,277 

受取配当金 66,121 

経営指導料 51,232 

その他 16,647 

売上高 227,436千円

売上原価   

仕入高他 1,711,376千円

営業外収益   

受取利息 9,729 

受取配当金 55,005 

経営指導料 34,891 

技術指導料　 30,000　

その他 14,783 

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

製品より他勘定へ   

機械及び装置 39,800千円

工具、器具及び備品 11,119 

仕掛品 3,168 

その他 174,839 

計 228,927 

製品より他勘定へ   

機械及び装置 39,970千円

たな卸資産評価損 586,069 

その他 21,233 

計 647,274 

※３　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は次
のとおりであります。

※３　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は次
のとおりであります。

役員報酬 213,171千円

給与手当・賞与 791,706 

退職給付引当金繰入額 46,303 

旅費交通費 126,496 

減価償却費 126,844 

研究開発費 698,605 

販売手数料

 

75,891

 

 

 

販売費に属する費用 約　52％

一般管理費に属する費用 約　48％

役員報酬 77,877千円

給与手当・賞与 527,903 

退職給付引当金繰入額 59,922 

旅費交通費 69,523 

減価償却費 59,738 

研究開発費 264,654 

販売手数料　　　　　 27,546　

諸手数料

　

184,692　

 

 

 

販売費に属する費用 約　47％

一般管理費に属する費用 約　53％

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 205千円

工具、器具及び備品 234 

計 440 

建物附属設備 10,900千円

機械及び装置 19,988　

工具、器具及び備品 10,575 

計 41,464 

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物附属設備 16,284千円

機械及び装置 61,091 

工具、器具及び備品 8,254 

ソフトウエア 184,457 

計 270,088 

建物　　 3,919千円

構築物　 651　

機械及び装置 129 

車両運搬具　 90　

工具、器具及び備品 1,165 

計 5,956 

※６　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※６　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物附属設備 7,112千円

工具、器具及び備品 608 

計 7,721 

建物附属設備 4,021千円

機械及び装置　 287　

工具、器具及び備品 909　

土地 10,250 

計 15,469 
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※７　研究開発費の総額 ※７　研究開発費の総額

一般管理費 698,605千円 一般管理費 264,654千円

※８　期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下げ後の
金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含
まれております。

※８　期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下げ後の
金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含
まれております。

　 196,664千円 　 80,201千円

　

──────

※９．減損損失

　当事業年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。　

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

㈱東京カソー
ド研究所
(東京都板橋区）

遊休資産
建物及び
構築物及び
土地等

137,902

㈱東京カソー
ド研究所
(大阪府大阪市）　

遊休資産
建物及び
構築物及び
土地等　

8,585

㈱東京カソー
ド研究所
(埼玉県川越市）　

遊休資産
建物及び
構築物及び
土地等

128,252

㈱東京カソー
ド研究所
(熊本県阿蘇郡）　

遊休資産

建物及び
構築物、土
地、機械装置
等

141,559

㈱東京カソー
ド研究所
(長野県北佐久郡)

　

遊休資産
建物及び
構築物及び
土地等

55,071

㈱東京カソー
ド研究所
(埼玉県比企郡）　

遊休資産
機械装置及
び運搬具等

81,540

　当社は、原則として、事業用資産については事業部を

基準としてグルーピングを行っており、遊休資産につ

いては個別資産ごとにグルーピングを行っておりま

す。

　当事業年度において、事業の用に供していない遊休資

産のうち、時価が著しく下落した資産グループの帳簿

価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失

（552,911千円）として特別損失に計上しました。その

内訳は、建物及び構築物150,718千円、機械装置及び運

搬具31,575千円、工具、器具及び備品59,099千円、土地

293,688千円、リース資産17,829千円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、建物及び土地については不動産

鑑定評価額等により評価しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 63 － － 63

合計 63 － － 63

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 63 － － 63

合計 63 － － 63

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　　有形固定資産 

 　　 　プローブカード事業における研究開発設備（機械装

置）及び管理部門の資産であります。

　②　リース資産の減価償却の方法

　　　　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却費の方法」

に記載のとおりであります。

　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借処理に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとお

りであります。 

　(1）　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 47,745 22,306 25,438
工具、器具及び
備品

122,049 85,574 36,474

合計 169,795107,88161,913

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 33,557千円

１年超 31,081 

合計 64,639 

１．ファイナンス・リース取引 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　　有形固定資産 

 　　 同左

　

　②　リース資産の減価償却の方法

　　　同左　

　　　

　

　

　 

　(1）　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 44,141 31,399 12,741
工具、器具及び
備品

92,755 81,094 11,661

合計 136,896112,49324,403

(2）未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 20,103千円

１年超 5,747 

合計 25,851 
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

  価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 40,111千円

減価償却費相当額 37,189 

支払利息相当額 2,600 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 　定

額法によっております。

  (5) 利息相当額の算定方法

　リース総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。　

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

  価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 33,775千円

減価償却費相当額 30,917 

支払利息相当額 1,634 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 　定

額法によっております。

  (5) 利息相当額の算定方法

　リース総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。　

（減損損失について）

　同左

（有価証券関係）

前事業年度（平成21年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度 (平成22年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式498,450千円、関連会社株式30,384千円）は、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（単位：千円） （単位：千円）

繰延税金資産  

退職給付引当金 201,619

投資有価証券評価損 95,670

会員権等評価損 53,325

貸倒引当金 69,670

繰越欠損金 931,870

その他 208,847

評価性引当金額 △1,561,004

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債  

土地圧縮積立金 △33,812

繰延税金負債合計 △33,812

繰延税金負債の純額 △33,812

繰延税金資産  

退職給付引当金 210,645

投資有価証券評価損 257,386

たな卸資産評価損 348,847

会員権等評価損 53,165

貸倒引当金 74,853

繰越欠損金 1,437,791

減損損失　 66,981

子会社整理損　 159,684

その他 140,627

評価性引当金額 △2,749,983

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債  

有価証券評価差額金 △827

繰延税金負債合計 △827

繰延税金負債の純額 △827

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目の内訳

　　税引前当期純損失が計上されているため、この差異の内

訳については記載しておりません。　

　　同左
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（企業結合等関係）

　当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日） 

　連結財務諸表「注意事項（企業連結等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

　

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額       791円72銭

１株当たり当期純損失金額   498円70銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 310円15銭

１株当たり当期純損失金額   480円85銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

　（注）１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純損失金額         

当期純損失（千円） 2,844,329 2,742,508

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（千円） 2,844,329 2,742,508

期中平均株式数（千株） 5,703 5,703

         

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） － －

（うち新株予約権付社債） －        

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

　　平成20年６月25日定時株主総会

決議による新株予約権。 

　　平成20年６月25日定時株主総会

決議による新株予約権。 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

KOREA INSTRUMENT CO.,LTD. 12,937 58,515

3B SYSTEM，INC. 56,730 25,152

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 51,000 24,990

㈱オー・エヌ・シー 440 22,000

日本電気㈱ 46,644 13,106

㈱プロブエース 200 10,000

3S silicon Tech　 105,000 5,230

日本電産コパル電子㈱ 400 284

㈱J-リザーブ 10,000 －　

計 373,351 159,280

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（千口）
貸借対照表計上額
（千円）

有価証券
その他有

価証券

（投資信託受託証券）

野村アセットマネジメント㈱マネーマネ

ジメントファンド

10,605 10,605

小計 10,605 10,605

投資有価証

券

その他有

価証券

（投資信託受益証券）

証券投資信託受益証券（２銘柄）
15,378 12,131

小計 15,378 12,131

計 25,983 22,736
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産        

建物 1,920,9275,010
384,482

(147,152)
1,541,4551,022,02143,956519,434

構築物 104,073 －
6,953

(3,566)
97,12084,873 1,922 12,247

機械及び装置 812,27140,312
251,063

(31,397)
601,521546,73935,41654,781

車両運搬具 5,433 －
3,934

(178)
1,498 1,475 276　 22

工具、器具及び備品 825,520 404
181,568

(59,099)
644,356599,63727,43344,719

土地 909,765 －
481,703

(293,688)
428,061 － － 428,061

リース資産 139,666 － － 139,66638,87224,437100,794

建設仮勘定 39,508 － 39,508 － － － －

有形固定資産計 4,757,16745,728
1,349,215

(535,081)
3,453,6802,293,619133,4421,160,061

無形固定資産        

のれん 106,880 － － 106,880106,88021,376 －

特許権 40,000 － － 40,00040,000 5,000 －

電話加入権 5,534 － － 5,534 － － 5,534

ソフトウエア 7,256 － 212 7,043 4,783 1,422 2,259

無形固定資産計 159,670 － 212 159,457151,66327,798 7,793

長期前払費用 18,240 826 1,947 17,11912,114 4,969 5,004

　　（注）１．当期増減額のうち主なものは次のとおりです。

建物　　　　　　　　　　 減少額（千円） 本社 289,538 　 　
機械及び装置 減少額（千円） 埼玉事業所 12,305九州事業所 150,797
工具、器具及び
備品

減少額（千円） 本　社 56,425九州事業所 80,545

　　（注）２．「当期減少額」の欄の（　）内は内書で、当期の減損損失であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金(注) 174,175 187,133 － 174,175 187,133

（注）期中減少額は、前期計上額の洗替えによるものであります。 
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（千円）
現金 2,728
預金  
当座預金 1,387,231
普通預金 6,134
定期預金 210,000
別段預金 137
外貨預金 30,246
郵便振替貯金 15,240

小計 1,648,989
合計 1,651,718

２）受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱デンソー 22,207

ディー.ティー.ファインエレクトロニクス㈱ 6,232

新日本電工㈱ 5,110

ソフテックス㈱ 4,599

日本電子㈱ 2,764

その他 3,711

合計 44,625

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成22年４月 11,609

５月 9,617

６月 14,160

７月 5,322

８月以降 3,916

合計 44,625

３）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

シャープ㈱ 515,723

富士通㈱ 197,152

東針電子（広州）有限公司 85,603

三菱電機トレーディング㈱ 83,724

ＮＥＣエレクトロニクス㈱ 75,710

その他 560,146

合計 1,518,061
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(ロ）売掛金の発生および回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

2,203,4465,723,1196,408,5041,518,061 80.8 119

　（注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、当期発生高には消費税等が含まれております。

４）商品及び製品

区分 金額（千円）

商品  

電子部品 30,068

プローブカード 879

小計 30,947

製品  

電子部品 126,733

プローブカード 13,664

小計 140,397

合計 171,345

５）仕掛品

区分 金額（千円）

電子部品 3,831

プローブカード 2,719

合計 6,551

６）原材料及び貯蔵品

区分 金額（千円）

原材料  

電子部品 3,898

プローブカード 349,056

小計 352,955

貯蔵品  

電子部品 1,869

プローブカード 5,140

小計 7,010

合計 359,965
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７）未収入金

相手先 金額（千円）

三菱電機クレジット㈱ 297,894

㈱ユニオンアロー・テクノロジー 218,382

東芝ファイナンス㈱ 109,210

ＮＥＣキャピタルソリューション㈱ 97,846

東京探針股?有限公司 41,714

その他 105,420

合計 870,468

８）関係会社株式

銘柄 金額（千円）

TOKYO CATHODE LABORATORY(H.K.)CO.,LIMITED 147,532

内田工業㈱ 109,848

㈱ビーテックジャパン 104,941

TOKYO CATHODE LABORATORY(SINGAPORE)PTE LTD 73,172

TCL Technologies,Inc. 50,256

CRATTO,INC. 25,448

㈱北光電子工業 12,700

MICRO HIGH TECH CO.,LTD. 5,386

合計 529,285

②　負債の部

１）支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱北光電子工業 291,572

㈱ビーテックジャパン 97,798

トクセン工業㈱ 50,178

日本電気真空硝子㈱ 41,614

京セラ㈱ 32,760

その他 297,466

合計 811,390

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成22年４月 228,895

５月 173,199

６月 214,225

７月 195,069

８月以降 －

合計 811,390
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２）買掛金

相手先 金額（千円）

㈱ビーテックジャパン 93,906

㈱北光電子工業 86,878

パナソニックインダストリーセールス㈱ 34,378

㈱ナガオカ 20,261

㈱アドバンテスト 15,505

その他 149,917

合計 400,846

３）短期借入金

 相手先 金額（千円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 966,000

㈱三井住友銀行 888,000

㈱みずほ銀行

㈱商工中央金庫　　

95,497

54,000

合計 2,003,497

 

４）一年以内返済予定長期借入金

 相手先 金額（千円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 225,000

㈱三井住友銀行 178,500

㈱みずほ銀行

日本政策金融公庫　　

58,200

133,200

合計 594,900

　

５）長期借入金

 相手先 金額（千円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 112,500

㈱三井住友銀行 91,250

㈱みずほ銀行

日本政策金融公庫 　　

29,500

444,100

合計 677,350

 

６）退職給付引当金

 区分 金額（千円）

未積立退職給付債務　 525,193　

未確認数理計算上の差異 　　 1,422　

合計 526,614

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日
９月３０日（中間配当を行う場合） 

３月３１日

剰余金の配当の基準日 ３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所

（特別口座） 

東京都江東区東砂七丁目10番11号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

会社の公告方法は電子公告により行っております。ただし、事故その他や

むを得ない事由によって電子公告による公告ができない場合は、日本経済

新聞に掲載して行います。　

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）１．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の

規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当て

を受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。

（注）２．電子公告は当社ホームページに掲載し、そのＵＲＬは次のとおりです。

      　　http://www.tclab.co.ｊp/
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第56期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月25日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　平成21年６月25日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第57期第１四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月14日関東財務局長に提出

（第57期第２四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月13日関東財務局長に提出

（第57期第３四半期）（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月12日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成21年７月13日に関東財務局に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号に基づく臨時報告

書であります。

平成22年６月21日に関東財務局に提出

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号、第12号及び第19

号に基づく臨時報告書であります。

平成22年６月25日に関東財務局に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２に基づく臨時

報告書であります。

(5）臨時報告書の訂正報告書 

平成21年７月27日関東財務局に提出

平成21年７月13日提出の臨時報告書（経営上の重要な契約等）に係る訂正報告書であります。　

平成21年８月７日関東財務局に提出

平成21年７月13日提出の臨時報告書（経営上の重要な契約等）に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成21年６月24日

株式会社東京カソード研究所    

 取締役会　御中  

 公認会計士　桜友共同事務所  

   公認会計士 西山　隆司　　　印

   公認会計士 井口　勝　　　　印

＜財務諸表監査＞

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京カソード研究所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連結

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、

経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積もりの評価も含め全体としての連結財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

　私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社東京

カソード研究所及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　 

＜内部統制監査＞

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社東京カソード研究所の平成21

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、私たちの責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を

行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、私たちに内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な

保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及

び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。私た

ちは、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　私たちは、株式会社東京カソード研究所が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　 

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成22年６月25日

株式会社東京カソード研究所    

 取締役会　御中  

 公認会計士　桜友共同事務所  

   公認会計士 肥沼　栄三郎　　　印

   公認会計士 野中　信　男　　　印

＜財務諸表監査＞

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京カソード研究所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連結

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、

経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積もりの評価も含め全体としての連結財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

　私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社東京

カソード研究所及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　 

＜内部統制監査＞

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社東京カソード研究所の平成22

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、私たちの責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を

行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、私たちに内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な

保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及

び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。私た

ちは、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　私たちは、株式会社東京カソード研究所が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　 

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成21年６月24日

株式会社東京カソード研究所    

 取締役会　御中  

 公認会計士　桜友共同事務所  

   公認会計士 西山　隆司　　　印

   公認会計士 井口　勝　　　　印

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京カソード研究所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第56期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私

たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに財務

諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営

者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積もりの評価も含め全体としての財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社東京カ

ソード研究所の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成22年６月25日

株式会社東京カソード研究所    

 取締役会　御中  

 公認会計士　桜友共同事務所  

   公認会計士 肥沼　栄三郎　　印

   公認会計士 野中　信　男　　印

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京カソード研究所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第57期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私

たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに財務

諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営

者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積もりの評価も含め全体としての財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社東京カ

ソード研究所の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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